
【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

事業開始時

その他

平成27年度

一般財源

従事職員数(人)

3,480

50％以内県支出金

0.4

政　策 （１）農林水産業の振興

　①　農業生産施設を整備し、農産物の低コスト化を進める

農業振興課

施　策

4

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 担当部課

事業費内訳
（主なもの）

県支出金

地方債

実施方法

国庫支出金

補助

一般会計

（単位：千円）

 補助金

項 目

求められる成果（単位）

(59,000)

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

　園芸農業の生産額を増大し持続的発展を図るため、先進技術の導
入や省力機械・施設等の整備を進め、収益性の高い園芸産地を育
成する。
　また、省エネルギー化推進、雇用型経営支援、６次産業化推進に
よる規模拡大及び経営の安定を図る。

平成29年度

事業主体

■実施状況
　H21実績：事業主体数　19件
　H22　 〃 　：　　〃　　　　8件
　H23　 〃　 ：　　〃　　　　７件
　H24 　〃　 ：　　〃　　　　４件
　H25　 〃 　:　　 〃　　　 13件
　H26計画 　：　　〃　 　　10件

千円

平成21年度 ～ 平成29年度（９年間）

327,000
6

認定農業者、営農組織等

合計

50,000 150,000

8,700

事業目的

事 業 内 容

予算科目
150,000総事業費

　福岡県園芸農業等総合対策事業費補助金交付要綱
　　　　　　　　（中山間地、ＪＡ、雇用型等）

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

県支出金 　　　同　　　　（認定農業者等） 33％以内

3,480

活力ある高収益型園芸産地育成事業

款（うち市予算化分）

進捗状況
・

現状

会計種類

総コスト（A＋B）

6.53,480

根拠法令等

産業振興部

53,480 53,480

受益者 受益者の考えている価値

人件費割
合(%)

現在値 最終目標値

　ハウス施設等の整備や省力機械、先進技術の導入、及び
省エネ化、夏期高温対策など生産条件整備に対する補助。

【補助対象】
　■施設･設備・・・栽培・育苗ハウス、高設栽培施設、
　　　　　　　　　光合成促進装置、内張カーテン施設、
　　　　　　　　　自動換気施設、暖房機補助施設、循環扇、
　　　　　　　　　流通・加工施設等
　■機械・・・は種機、移植機、管理機、加工用機械等

事業期間

0.4
平均人件
費

2
千円

平成28年度

総コスト
計

財源の種類

活動指標

補助率、交付
税措置率等

53,480

 補助金

(177,000)
150,00050,000

財
源
内
訳

50,000

50,000 50,000

(60,000)

事業費（A）
(59,000)

新規事業実施主体数（件） 0 0 30

成果指標
うち、農業産出額の増加数
（件）

0 0 30

人件費（B）

同上

 補助金

0.4

(60,000)

160,440

活力ある園芸産地育成対策
補助金

50,000

(58,000)

(58,000)

農業者 所得向上

(177,000)
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

施　策

担当部課

認定農業者、営農集団等

補助

事業主体

人件費（B）

事業目的

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 内 容

　飼養頭羽数や生産量の拡大を行うため、省力機械の
導入や畜舎の飼養環境の改善、節電効果のある省エ
ネ対策、及び家畜排せつ物処理施設等の整備に対し
て補助を行う。 進捗状況

・
現状

平成２３年度実績
　事業主体数　４経営体
平成２４年度実績
　事業主体数　４経営体
平成２５年度実績
　事業主体数　７経営体
平成２６年度計画
　事業主体数　３経営体

政　策

款 項 目

ふくおかの畜産競争力強化対策事業 産業振興部 農業振興課

その他

事 業 名

（１）農林水産業の振興

実施方法

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

　規模拡大を行う担い手畜産農家が整備する機械・施
設等に対する支援を行うことにより、畜産経営の安定化
を図る。

　①　農業生産施設を整備し、農産物の低コスト化を進める

農業者 所得向上

活動指標 新規事業実施主体数（件） 3 3

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値

（単位：千円）

10,000

最終目標値

地方債

平成28年度 平成29年度平成27年度

財
源
内
訳

国庫支出金

事業期間 平成26年度 ～ 平成28年度（３年間） 会計種類 一般会計

総事業費 45,000 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目

事業費内訳
（主なもの）

 補助金  補助金

従事職員数(人)

15,000 6 2 5

合計

一般財源

9

成果指標
うち、農業産出額の増加数
（件）

0 0 9

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

人件費割
合(%)

34.3

総コスト（A＋B） 7,610 7,610
総コスト
計

15,220

県支出金 　福岡県畜産振興総合対策事業費補助金交付要綱 1/3以内

2,610

福岡県畜産振興総合対策事
業費補助金

※（　）は、受益者
負担分

0.3 0.3
平均人件
費

8,700

県支出金

5,000

(20,000)

5,000

(10,000)

5,000

(10,000)

事業費（A）
(20,000)

10,0005,000
(10,000) (10,000)

2,610
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

平成29年度

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

事業開始時

農林土木課

事業期間

①水路改良工事
　　農業用水路（側溝等）の整備
②井堰改良工事
　　板堰を巻揚げ式やスライド式に変更、落差工部の
　　改修等
③ため池改良工事
　　斜樋、底樋、張ﾌﾞﾛｯｸ等の整備

進捗状況
・

現状

現在値 最終目標値

１．水路関連施設の老朽化や破損に伴い、地元受益者より
    修繕や改良の要望があり、それらの改善を行う。
２．農業生産者の高齢化や、近年の集中豪雨に対し安全に
　　作業ができるように、板堰の改良等を行う。

事業主体 糸島市

実施方法 直営

会計種類 一般会計

155,589

求められる成果（単位）

予算科目千円
（うち市予算化分）

千円

受益者 受益者の考えている価値

0（箇所） 38（箇所） 80（箇所）

平成24年度　19箇所　21,927千円

平成25年度　19箇所　30,828千円
　要望件数　 前原　64件
　　　　　　　　 志摩　33件
　　　　　　　　 二丈　35件　計132件

平成26年度　13箇所　28,834千円

平成24年度 ～ 平成30年度（７年間）

平成28年度

農業生産者及
び地元維持管

理者

農業用施設の維持管理
労力の軽減

平成27年度

（単位：千円）

合計

事 業 内 容

総事業費

活動指標 要望箇所の実施箇所（箇所）

重点プロジェクト 　該当なし

事業目的

事 業 名 農業施設整備市単独事業 担当部課 産業振興部

155,589

施　策 　①　農業生産施設を整備し、農産物の低コスト化を進める

1
平均人件
費

事業費（A）
17,000 17,000 17,000 51,000

事業費内訳
（主なもの）

水路･井堰･ため池
改良工事

水路･井堰･ため池
改良工事

水路･井堰･ため池
改良工事

1,700

一般財源
15,300

政　策 （１）農林水産業の振興

成果指標
農業用施設の管理負担軽減
（％）

50（％） 64（％） 80（％）

1,700 4,100

46,90015,300

1

款 項 目

6 2 6

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

農業用施設の工事に係る分
担金

その他 糸島市農漁業用施設工事分担金条例 10%

総コスト（A＋B） 25,700 25,700 25,700
総コスト
計

8,700

77,100

700

人件費（B） 8,700 8,700 8,700
人件費割
合(%)

33.9

16,300

従事職員数(人) 1
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

農業用施設の工事に係る分
担金

その他 糸島市農漁業用施設工事分担金条例 10%

担当部課農村環境整備事業

最終目標値現在値

事業主体

実施方法 直営

農業生産者及
び地元維持管

理者

農業用施設の維持管理
労力の軽減

活動指標 要望箇所の実施箇所（箇所） 0（箇所） 9（箇所）

50（％）
農業用施設の管理負担軽減
（％）

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　①　農業生産施設を整備し、農産物の低コスト化を進める

重点プロジェクト 　該当なし

（単位：千円）

900

平成27年度

産業振興部 農林土木課事 業 名

国庫支出金

15,030

18,0006,000

事業費（A）

水路・井堰・溜池等
改良工事

従事職員数(人) 0.5

財
源
内
訳

その他

8,130 8,130

地方債

15,030

900

人件費（B）

19,380

一般財源

事業費内訳
（主なもの）

900

4,350

県支出金
6,000

2,700

40％

平均人件
費

福岡県農村整備総合事業補助金交付要綱

0.5

総コスト
計

19,380

財源の種類

0.5

4,350

8,130 24,390

45,09015,030

水路・井堰・溜池等
改良工事

水路・井堰・溜池等
改良工事

58,140

根拠法令等

8,700

県支出金県支出金

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

総コスト（A＋B）

人件費割
合(%)

4,350

平成28年度

農村生活環境の改善のために、ため池及び農業用排
水路等の整備改善を行う。

659,876総事業費
項 目

6 2
千円

受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時

事業目的
糸島市

6,000

22.4

補助率、交付
税措置率等

19,380

事業期間

事 業 内 容

千円 予算科目
款

進捗状況
・

現状

平成23年度 ～ 平成30年度（８年間）

（うち市予算化分）

平成24年度井堰改良工事1箇所
　　　　　　　　水路改良工事1箇所
　　　　　　　　溜池浚渫工事1箇所

平成25年度井堰改良工事1箇所
　　　　　　　水路改良工事３箇所

平成26年度井堰改良工事1箇所
　　　　　　　水路改良工事３箇所

県単事業（補助4割）による農業用施設（水路、溜池、井
堰等）の改良工事を行う。
地元負担を軽減するために高額となる工事を対象とす
る。

・水路改良工事
・井堰改良工事
・溜池改良工事

一般会計

受益者

会計種類

99,993

80（％）61（％）

25（箇所）

成果指標

平成29年度 合計

183



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

(56) (112) (56)
280

一般財源

1,740

1,344 1,344 672 3,360

財
源
内
訳

項 目

19,882 6 2 6総事業費 87,044 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目

受益者

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

事 業 内 容

①維持管理適正化事業
　「適正化事業」に加入して、整備補修に必要な費用の
一定額を拠出金として5年間土地改良連合会に拠出す
る。
そして5年間のうちに事業を実施する。事業実施する年
度に、国の補助金と県の補助金をそれぞれ３割ずつ合
わせた６割の補助金と4割の拠出金額を交付金として事
業を実施する。事業主体は土地改良区となる。

進捗状況
・

現状

平成25年度実施
非補助　　　水路 1箇所（本）

平成27年度実施予定
適正化事業　井堰1箇所（浦志）

平成28年度実施予定
適正化事業　取水施設1箇所（高野）

(420) (2,100)

事業期間 平成24年度 ～ 平成31年度（８年間） 会計種類 一般会計

事業目的

　農業用用排水路の改良、ため池の改修、井堰及び排
水機場の修繕について計画的な整備と維持管理に努
め農業生産基盤の安定を図る。

事業主体 土地改良区

実施方法 負担金

（１）農林水産業の振興

施　策 　①　農業生産施設を整備し、農産物の低コスト化を進める

重点プロジェクト 　該当なし

市営土地改良事業 担当部課 産業振興部 農林土木課

政　策

事 業 名

受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

農業生産者及
び地元維持管

理者

農業用施設の維持管理
労力の軽減

活動指標

款

10（箇所） 12（箇所）

成果指標 農業用施設の管理負担軽減 50（％） 75（％） 80（％）

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

(840) (840) (420) (2,100)

土地改良関連施設の要望箇
所の実施箇所（箇所）

0（箇所）

総コスト（A＋B） 3,364

土地改良施設維持管理適正
化事業負担金

県支出金 土地改良施設維持管理適正化事業実施要綱 30％

国庫支出金

県支出金

地方債

その他
(224)

280

(840)

事業費内訳
（主なもの）

 適正化事業2地区  適正化事業2地区  適正化事業1地区
（　）は国、県負担
及び受益者負担分

従事職員数(人)

(840)

0.2 0.2 0.2
平均人件
費

事業費（A）
(1,736) (1,792) (896) (4,424)

1,624 1,344 672 3,640

土地改良施設維持管理適正
化事業負担金

国庫支出金 土地改良施設維持管理適正化事業実施要綱 30％

58.9

3,084 2,412
総コスト
計

8,860

8,700

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

人件費（B） 1,740 1,740
人件費割
合(%)

糸島市土地改良施設維持管
理適正化事業補助金

その他 糸島市土地改良施設維持管理適正化事業補助金交付規程 40%
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

35,863財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

その他

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　①　農業生産施設を整備し、農産物の低コスト化を進める

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 多面的機能支払交付金事業 担当部課 産業振興部 農林土木課

事業目的

　近年の農業は、農村の高齢化や混住化が進行し、農地や農業用
排水等の資源をこれまでどおり地域で適切に保全管理していくことが
困難になってきている。そのため、地域住民が一体となって農地や農
業用水等の資源を環境や景観に配慮しながら保全管理していく。

事業主体 福岡県農地・水環境保全協議会

最終目標値

農業生産者及
び地元維持管

理者

農村環境への
意識の向上

活動指標
農業振興地域(農用地)内の
加入農地（ｈａ）

2,645(ha)
（63組織）

2,998(ha)
(71組織)

4,203(ha)

成果指標
地域が保全管理する農地割
合

項 目

192,043 6 2 6

款

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時

事業期間 平成24年度 ～ 平成29年度（６年間） 会計種類 一般会計

総事業費 768,168 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目

実施方法 補助

事 業 内 容

H26年度から国、県、市負担金を合わせ市から事業費を各組織へ交
付金として支払う。
【共同活動支援事業】71組織
地域共同による農地・農業用水等の施設の保全管理（水路の泥上げ
や農道の路面維持等）と農村環境の保全向上（生物多様性保全・景
観形成等）に取組む。
【向上活動支援交付金】4組織
老朽化が進む農地周りの水路施設等の長寿命化の取組みや、水
質・土壌等の高度な農地・水の保全活動への支援を行う農業用施設
の改修を外部発注できる事業
負担割合：国50％　県25％　市25％

進捗状況
・

現状

平成27年度　6団体追加　 計71団体
　前原地域：34組織
  志摩地域：21組織
　二丈地域：16組織

共同活動面積　継続
　　　　田：　2,624ha 　畑：   374ha
向上活動面積
　　　　田：　　197ha　  畑：　　50ha

現在値

35,863 35,863

63％

事業費（A）
143,454 143,454 143,454 430,362

35,864 35,864 35,864 107,592
一般財源

71％ 100％

107,589

地方債

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

71,727 71,727 71,727 215,181

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

環境保全型農業直接支援対策
事業

国庫支出金 多面的支払交付金交付金実施要綱

環境保全型農業直接支援対策
事業

県支出金 多面的支払交付金交付金実施要綱

総コスト（A＋B） 152,154 152,154 152,154
総コスト
計

456,462

8,700

人件費（B） 8,700 8,700 8,700
人件費割
合(%)

5.7

事業費内訳
（主なもの）

農地維持支払交付金
資源向上支払交付金

農地維持支払交付金
資源向上支払交付金

農地維持支払交付金
資源向上支払交付金

従事職員数(人) 1 1 1
平均人件
費

その他 糸島市補助金交付規則
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

県支出金
基幹水利施設ストックマネジメント事業実施要綱（平成19年3月30日
付け18農振第1855号農林水産事務次官依命通知）

25％

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　①　農業生産施設を整備し、農産物の低コスト化を進める

重点プロジェクト 　該当なし

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

事 業 名 農業水利施設等整備事業 担当部課 産業振興部 農林土木課

事業目的

　県営土地改良事業により築造された施設（湛水防除施設）の有効
利用（延命化）を図るため、施設の老化状況等を調べる機能診断を
行い、機能保全計画に基づく対策工事等を一体的に実施するととも
に、水利施設の整備を推進し、水利用の効率化、省力化、安全性向
上を図る。

事業主体 福岡県

実施方法

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

款 項 目

345,194 6 2 6総事業費 1,380,775 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目

負担金

事 業 内 容

平成24年度～平成27年度で実施される機能診断は全額補
助で、県が事業主体で実施される。

①小富士排水機場　　H25､26､27改修工事
②浦志排水機場　H25､26改修工事
③岩本排水機場　H27.28,29改修工事
④深江排水機場　H28,29,30改修工事
⑤一貴山、荻浦排水機場　H29,30,31改修工事
※負担割合　国：県：市　50：25：25　（小富士地区　55：25：
20）

進捗状況
・

現状

平成25年度
改修工事：小富士、浦志排水機場
　　　　　　　加布里、板持改良工事
機能診断：岩本、深江排水機場

平成26年度施工
改修工事：小富士、浦志排水機場
機能診断：一貴山、片山排水機場

事業期間 平成24年度 ～ 平成31年度（８年間） 会計種類 一般会計

合計

10（箇所）

成果指標 農業用施設の管理負担軽減 50（％） 56（％） 80（％）

排水区域内
関係者

農業用施設の維持管理
労力の軽減

活動指標
スムーズな運転稼働施設数
（箇所）

0（箇所） 2（箇所）

財
源
内
訳

国庫支出金
(91,500) (114,356) (100,198) (306,054)

その他

地方債

県支出金
(42,500) (57,178) (50,099) (149,777)

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

（単位：千円）

平成27年度

(150,297) (455,831)
36,160 57,362 50,275 143,797

一般財源
20,860 5,962 5,275 32,097

事業費内訳
（主なもの）

 排水機場整備
 負担金

 排水機場整備
 負担金

 排水機場整備
 負担金

（　）は国、県直接
負担

農山漁村地域整備交付金 国庫支出金
基幹水利施設ストックマネジメント事業実施要綱（平成19年3月30日
付け18農振第1855号農林水産事務次官依命通知）

50％、55％

総コスト（A＋B） 38,770 59,972 52,885
総コスト
計

151,627

8,700

人件費（B） 2,610 2,610 2,610
人件費割
合(%)

5.2

従事職員数(人) 0.3 0.3 0.3
平均人件
費

15,300 51,400 45,000 111,700

事業費（A）
(134,000) (171,534)

平成28年度 平成29年度
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

人件費（B） 4,350 4,350
人件費割
合(%)

28.5

総コスト（A＋B） 15,225 15,350
総コスト
計

30,575

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

地域自主戦略交付金 国庫支出金
経営体育成基盤整備事業実施要綱
（平成21年3月31日付20農振第2257号農林水産事務次官依命通知）

事業費55％

県支出金
経営体育成基盤整備事業実施要綱
（平成21年3月31日付20農振第2257号農林水産事務次官依命通知）

事業費30％

従事職員数(人) 0.5 0.5
平均人件
費

8,700

その他
(675) (675)

一般財源
5,775 11,000 16,775

成果指標 地区内圃場整備率（％） ０（％） 58（％） 100（％）

事業費（A）
(8,325) (11,000) (19,325)
10,875 11,000 21,875

事業費内訳
（主なもの）

負担金:国55､県30､
市7.5､地元7.5

委託料:県50､市50

基本設計委託負担金
県　事業費×50％
市　事業費×50％

（　）は国、県負担
及び受益者負担分

財
源
内
訳

国庫支出金
(4,950) (4,950)

県支出金
(2,700) (11,000) (13,700)

5,100 5,100

地方債

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 県営土地改良事業（圃場整備） 担当部課 産業振興部 農林土木課

事業目的

　将来の農業を担う経営体（担い手等）を育成するため、農業生産基
盤の整備を一体的に行い、髙生産農業の展開に向けた大規模水田
地区の整備を推進することで、優良農地の維持保全や農業の多面
的機能の十分な発揮に資するとともに食料自給率の向上及び農業
経営の安定を図る。

事業主体 福岡県

実施方法 負担金

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

芥屋地区:145
戸

寺山地区:97戸

農地区画が大規模になり
大型機械が使用でき生
産規模の拡大、生産ｺｽﾄ
の削減等効果は大きい。

活動指標 地区内圃場整備面積（ha） ０（ha） 95.1（ha） 163.1（ha）

事 業 内 容

①県営芥屋地区
　　事業名：経営体育成基盤整備事業H20～27
　　受益面積：51.8hａ、総事業費：1,038,650千円
②県営桜井地区
　　事業名：経営体育成基盤整備事業H27～35
　　受益面積：50ha、総事業費：約11億円
③県営大入地区
　　事業名：経営体育成基盤整備事業H27～35
　　受益面積：18ha、総事業費：約4.4億円

進捗状況
・

現状

平成25年度
　芥屋地区事業費：100,000千円
　寺山地区事業費：  42,000千円

平成26年度
　芥屋地区事業費：　20,000千円
　寺山地区事業費：  15,000千円

事業期間 平成20年度 ～ 平成35年度（15年間） 会計種類 一般会計

総事業費 1,825,850 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

153,030 6 2 6

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　①　農業生産施設を整備し、農産物の低コスト化を進める
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

農業用施設の工事に係る分
担金

その他 糸島市農漁業用施設工事分担金条例 10%

事業費（A）
(27,600) (27,600)

2,415 2,415

事業費内訳
（主なもの）

国　事業費×55％
県　事業費×37％
市　事業費×8％
連合会負担金0.05％

（　）は国、県負担
及び受益者負担分

従事職員数(人) 0.2
平均人件
費

8,700

人件費（B） 1,740
人件費割
合(%)

41.9

総コスト（A＋B） 4,155
総コスト
計

4,155

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

河川工作物応急対策事業 国庫支出金 55％

(16,500) (16,500)

県支出金
(11,100) (11,100)

地方債
1,900

6 2 6

1,900

その他
240 240

一般財源
275 275

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

現在値 最終目標値

農業用施設管
理者

維持管理労力の軽減

活動指標 井堰改修実施箇所（箇所） 0（箇所） 2（箇所） 3（箇所）

成果指標
農業用施設の管理負担軽減
（％）

50（％） 65（％） 80（％）

事 業 内 容

　県営農地防災事業（河川工作物事業）
　　大堺井堰（雷山川流域　新田　井堰撤去工事）
　　事業年度：H26～H28年度
　　総事業費：30,000千円
　　受益面積：0ha
　　負担割合：国55％　県37％　市8％

進捗状況
・

現状

平成25年度
　高田井堰　事業費：50,000千円
　市負担8％:4,000千円

平成26年度
　高田井堰　事業費：63,000千円
　市負担8％:5,040千円

事業期間 平成18年度 ～ 平成28年度（11年間） 会計種類 一般会計

総事業費 1,424,520 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

171,983

　該当なし

事 業 名 県営農地防災事業 担当部課 産業振興部 農林土木課

事業目的

　井堰施設整備、統合を行い、農用地、農業用施設の
災害の発生を未然に防止し、農業生産の維持及び農
業経営の安定を図る。

事業主体 福岡県

実施方法 負担金

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時

県営農地防災事業負担金 県支出金 災害に強いため池等整備事業 37％

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　①　農業生産施設を整備し、農産物の低コスト化を進める

重点プロジェクト
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

事業費（A）
5,000 5,000 5,000 15,000

事業費内訳
（主なもの）

 ため池修繕工事  ため池修繕工事  ため池修繕工事

従事職員数(人) 0.5 0.5 0.5
平均人件
費

8,700

人件費（B） 4,350 4,350 4,350
人件費割
合(%)

46.5

総コスト（A＋B） 9,350 9,350 9,350
総コスト
計

28,050

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

農業用施設の工事に係る分
担金

その他 糸島市農漁業用施設工事分担金条例 10％

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他
500 500 500 1,500

一般財源
4,500 4,500 4,500 13,500

事 業 内 容

農業用ため池修繕工事
　農業用ため池設備の老朽箇所や危険箇所の修繕工
事を実施する。

進捗状況
・

現状

調査結果はあるが、工事において
は地元分担金が必要になるため、
地元協議を行い、緊急度の高い
ものから実施していく。

H24年度　5箇所整備　4,772千円
H25年度　2箇所整備　4,967千円

平成26年度　3箇所整備予定

事業期間 平成24年度 ～ 平成31年度（８年間） 会計種類 一般会計

総事業費 58,000 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

58,000 6 2 6

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

農業生産者及
び地元維持管

理者

ため池の災害に対する安
全性の向上や維持管理
負担軽減

活動指標
小規模改修箇所の実施（箇
所）

0（箇所） 10（箇所） 55（箇所）

成果指標
農業用施設の管理負担軽減
（％）

50（％） 68（％） 80（％）

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　①　農業生産施設を整備し、農産物の低コスト化を進める

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 ため池防災対策事業 担当部課 産業振興部 農林土木課

事業目的

平成23年度に実施したため池防災対策の調査結果を
基に改修を行う。 事業主体 糸島市

実施方法 直営
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

人件費（B） 8,700 8,700
人件費割
合(%)

51.2

総コスト（A＋B） 18,300 15,700
総コスト
計

34,000

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

ｲﾉｼｼ捕獲報償金負担金(Ｊ
Ａ)

その他 定額

その他
1,500 1,500 3,000

一般財源
8,100 5,500 13,600

事業費（A）
9,600 7,000 16,600

事業費内訳
（主なもの）

 ①補助金
 ②報償金
 ③委託費

 ②報償金
 ③委託費

県支出（　）は県から福岡･糸島
広域協議会へ支出。
その他（　）は受益者負担
一般財源（　）は福岡市分

従事職員数(人) 1 1
平均人件
費

8,700

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

農林業生産者
安定した農林産物

の生産

活動指標 鳥獣被害額の軽減（千円）
58,439千円
(21年度）

69,614千円
(25年度）

40,907千円
（30％減）

成果指標 安定した生産性（％） 70（％） 59（％） 100（％）

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　①　農業生産施設を整備し、農産物の低コスト化を進める

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 鳥獣被害防止総合対策事業 担当部課 産業振興部 農林土木課

事業目的

農作物被害が甚大であることから鳥獣被害防止対策を行う。
①鳥獣被害防止総合対策事業：有害鳥獣捕獲及び防除対策に国補助金が交付され、交付
金不足分を補助する。
②ｲﾉｼｼ捕獲推進事業：ｲﾉｼｼ捕獲対策として、捕獲報償金を交付。
③有害鳥獣捕獲事業(ｻﾙ捕獲・調査)：サル被害対策として、生息状況調査による追払い対
策、捕獲による個体数調整を行う。

事業主体 糸島市

実施方法 負担金

事 業 内 容

①鳥獣被害防止総合対策事業
　鳥獣被害防止施設等の整備（事業費の1/3補助）
　金網柵設置、電気柵設置
②ｲﾉｼｼ捕獲報償金
　狩猟期間(10月～3月)に捕獲したｲﾉｼｼに2,000円/頭
　を報償金として捕獲者に交付する。（上限1,700頭まで）
③ｻﾙ被害防除して、追払い対策のための生息状況調査と個
　体数調整のための捕獲活動業務を「サル捕獲・調査会」に
　委託する。

進捗状況
・

現状

平成25年度実績
①電気柵29.9km　金網柵42.9km

②ｲﾉｼｼ捕獲報償金
　@2,000円*1,470頭=2,940千円

③サルの生息・捕獲調査
　ｻﾙ捕獲頭数66頭

事業期間 　①平成２２年度 ～ 平成２７年度（６年間）　　②平成２３年度 ～ 平成２8年度（６年間）
　③平成２３年度 ～ 平成２８年度（６年間） 会計種類 一般会計

総事業費 129,300 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

129,300 6 2 3
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

事業費（A）
(525) (525)

500 500

事業費内訳
（主なもの）

従事職員数(人) 0.8
平均人件
費

8,700

人件費（B） 6,960
人件費割
合(%)

93.3

総コスト（A＋B） 7,460
総コスト
計

7,460

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

県補助金 県支出金 福岡県農業振興対策事業費補助金交付金要綱 定額

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金
500 500

地方債

その他
(525) (525)

一般財源

事 業 内 容

ア　経営基盤強化交付金
　個別経営体や組織経営体が、大規模化、低コストの
促進、複合化、多角化などの取組を行うなど、経営基盤
を強化するために必要な経費を交付。

イ　経営規模拡大加算
　新たに賃借等（期間6年以上）の利用権設定により経
営規模を拡大した場合、拡大面積に応じて交付金を交
付。

進捗状況
・

現状

H23経営基盤強化　１法人１個人
　　 規模拡大加算　　  　  １個人
H24経営基盤強化　１法人2個人
　   規模拡大加算　　  　  １個人
H25経営基盤強化　2法人2個人
　　 規模拡大加算　　  　  2個人
H26経営基盤強化　１法人1個人
H27経営基盤強化　         1個人

事業期間 平成23年度 ～ 平成27年度（５年間） 会計種類 一般会計

総事業費 25,070 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

15,410 6 2 8

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

認定農業者、
集落営農法人

経営基盤の強化

活動指標
農業者を3年以内に
新規農業生産法人化（件）

0 1 3

成果指標 経営基盤の強化（件） 0 1 3

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　②　農業生産基盤を整備する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 水田農業経営力強化事業 担当部課 産業振興部 農業振興課

事業目的

　農家の高齢化が進行する中、水田農業の持続的発
展のため、稲作を経営の中心とした永続性のある担い
手である専業農家や法人化された集落営農組織の経
営基盤の強化を図る。

事業主体 糸島市

実施方法 補助
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

人件費（B） 2,610 2,610 2,610
人件費割
合(%)

7.3

総コスト（A＋B） 35,610 35,610 35,610
総コスト
計

106,830

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

中山間地域等直接支払交付
金

県支出金 中山間地域等直接支払交付金等交付要綱
国１/２（１/３）
県１/４（１/３）

その他

一般財源
10,000 10,000 10,000 30,000

事業費（A）
33,000 33,000 33,000 99,000

事業費内訳
（主なもの）

 補助金  補助金  補助金

従事職員数(人) 0.3 0.3 0.3
平均人件
費

8,700

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

農業者 経営の安定

活動指標 集落協定の締結数（件） 17 17 17.0

成果指標
事業内農地の耕作放棄地面
積（ｈａ）

0 0 0

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金
23,000 23,000 23,000 69,000

地方債

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　②　農業生産基盤を整備する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 中山間地域等直接支払事業 担当部課 産業振興部 農業振興課

事業目的

　農業の多面的機能の維持・発揮のため、中山間地域
等の条件不利地域（傾斜地等）と平地とのコスト差（生
産費の差額相当分）を支援するため

事業主体 農業者団体（集落組織）

実施方法 補助

事 業 内 容

　中山間地域の１７集落が行う農業生産の維持活動に
対し、直接支払交付金を交付する。
　　※第4期対策（H27～）は、第3期対策を継続予定

進捗状況
・

現状

　農地の公益的機能維持を図ると
ともに耕作放棄地の増大を抑制
し、条件不利な中山間地域の農
業振興に寄与している。

※第1期対策：Ｈ12～Ｈ16
　 第2期対策：Ｈ17～Ｈ21
　 第3期対策：Ｈ22～Ｈ26

事業期間 平成27年度 ～ 平成29年度（３年間） 会計種類 一般会計

総事業費 99,000 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

99,000 6 2 3
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

事業費（A）
(4,500) (4,500) (13,500)

6,314 6,314 12,628

事業費内訳
（主なもの）

 補助金  補助金  補助金

従事職員数(人) 0.3 0.3 0.3
平均人件
費

8,700

人件費（B） 2,610 2,610 2,610
人件費割
合(%)

38.3

総コスト（A＋B） 8,924 8,924 2,610
総コスト
計

20,458

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

耕作放棄地再生利用交付金 国庫支出金 耕作放棄地再生利用緊急対策実施要項 定額

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
(4,500) (4,500) (13,500)

県支出金

地方債

その他

一般財源
6,314 6,314 12,628

事 業 内 容

○耕作放棄地再生利用事業補助金・・・340万円
　・定額補助、重機利用等（７ha目標）　200万円
　・種苗代　140万円
〇地域耕作放棄地対策協議会補助金
　・14地区×2万円＝28万円
〇市対策協議会委員報償費等
　・再生利用推進班、協議会委員分　504千円
〇モデル事業補助金
　・6地区×30万円＝180万円
〇消耗品　紙代等3万円+モデル事業看板5万円×6地区分

進捗状況
・

現状

平成25年度から補助金事業を開
始し、277aの耕作放棄地が農地
に再生された。平成26年度からは
再生した農地で作付を行う費用に
ついても補助を行う。

事業期間 平成26年度 ～ 平成28年度（３年間） 会計種類 一般会計

総事業費 18,942 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

18,942 6 2 1

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

農業者
農業経営基盤の強化

（規模の拡大）

活動指標
耕作放棄地の農地再生　7ha
モデル事業地区の指定　6地区

2.7ha 2.7ha 24ha

成果指標
耕作放棄地の農地再生　7ha
モデル事業地区の指定　6地区

2.7ha 2.7ha 24ha

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　②　農業生産基盤を整備する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 耕作放棄地対策事業 担当部課 産業振興部 農業委員会

事業目的

　耕作放棄地の再生利用を促進するとともに、耕作放
棄地の発生を抑制することにより、食糧の生産拠点であ
る農地の有効利用を図る。

事業主体 農業者

実施方法 補助
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

農村振興総合整備事業交付
金

県支出金 25％

人件費（B） 4,350 4,350 4,350
人件費割
合(%)

54.1

総コスト（A＋B） 10,404 9,350 4,350
総コスト
計

24,104

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

農山漁村地域整備交付金 国庫支出金 農山漁村地域整備交付金実施要領 50％

農業用施設の工事に係る分
担金

その他 糸島市農漁業用施設工事分担金条例 10%

その他

一般財源
6,054 5,000 11,054

事業費（A）
(5,000) (5,000)

6,054 5,000 11,054

事業費内訳
（主なもの）

農村振興基本計画作
成業務委託費

県営事業実施計画作
成

県営事業実施計画書
作成

従事職員数(人) 0.5 0.5 0.5
平均人件
費

8,700

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

農業生産者及
び地域住民

豊かで住みよい魅力ある
農村集落

活動指標 要望箇所の実施箇所（箇所） 0（箇所） 0（箇所） 20（箇所）

成果指標 農業用施設の整備率（％） 0（％） 0（％） 100（％）

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金
(5,000) (5,000)

地方債

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　②　農業生産基盤を整備する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 集落基盤整備事業 担当部課 産業振興部 農林土木課

事業目的

　地域が自ら考えせて設定する、個性ある農村振興の目標の
達成が図れるよう、地域住民参加の下、関係機関との連携を
図りつつ地域の多様なニーズに応じた農業生産基盤の整備
と集落基盤の整備を一体的に実施する。

事業主体 福岡県

実施方法 負担金

事 業 内 容

地域の農業生産基盤、集落基盤に対する要望を集約
し基本計画を作成後県営事業により事業を実施する。
要件：農村振興基本計画の作成
　　　　農業振興地域内
　　　　総事業費２００，０００千円以上
H27年度　農村振興基本計画作成（市）
H28年度　事業実施計画作成（県）
H29年度　事業計画書作成（県）
H30年度　事業採択、実施（県）

進捗状況
・

現状

平成27年度
農村振興基本計画書策定業務委
託（県）

事業期間 平成27年度 ～ 平成35年度（９年間） 会計種類 一般会計

総事業費 1,000,000 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

250,000 6 2 6
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

事業費（A）
30,000 30,000 30,000 90,000

事業費内訳
（主なもの）

暗渠排水整備
補助金

暗渠排水整備
補助金

暗渠排水整備
補助金

従事職員数(人) 0.2 0.2 0.2
平均人件
費

8,700

人件費（B） 1,740 1,740 1,740
人件費割
合(%)

5.5

総コスト（A＋B） 31,740 31,740 31,740
総コスト
計

95,220

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

農業基盤整備促進事業 国庫支出金
農業基盤整備促進事業実施要綱（平成２５年２月２６日付け２４農振
第２０８９号農林水産事務次官依命通知）

１５万円／１０a

一般財源

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
30,000 30,000 30,000 90,000

県支出金

千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

0 6 2 6

その他

地方債

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

農業生産者 生産性の向上

活動指標 暗渠排水整備面積（箇所） 0（ha） 7（ha） 85（ha）

成果指標 農地の管理負担軽減（％） 50（％） 53（％） 80（％）

事 業 内 容

農業者が水田の排水不良を改善するために暗渠排水
施設を施工する事に対して補助する補助金事業。
・補助額（国庫補助金）
　定額補助
　暗渠排水を施工する水田面積により１５万円／１０a
を助成する。

進捗状況
・

現状

平成２５年度事業実施
面積　7ha（志摩桜井、波多江）
事業費　10,500千円
平成２６年度
要望取りまとめ、要望申請
78ha整備要望

事業期間 平成27年度～平成30年（４年間） 会計種類 一般会計

総事業費 117,000

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　②　農業生産基盤を整備する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 農業基盤整備促進事業（農地の高度利用促進事業） 担当部課 産業振興部 農林土木課

事業目的

生産効率を高め競争力ある「攻めの農業」を実現するためには、農
地の大区画化・汎用化等の基盤整備により、担い手へ農地集積を加
速化させる事が必要である。そのために水田の区画拡大や暗渠排水
整備を農業者の自力施工等により実施する。

事業主体 糸島市

実施方法 補助
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

人件費（B） 3,480 3,480 3,480
人件費割
合(%)

6.2

総コスト（A＋B） 52,230 53,480 63,480
総コスト
計

169,190

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

青年就農給付金 国庫支出金 新規就農・農業継承総合支援事業実施要綱 100％

その他

一般財源

事業費（A）
48,750 50,000 60,000 158,750

事業費内訳
（主なもの）

 給付金  給付金  給付金

従事職員数(人) 0.4 0.4 0.4
平均人件
費

8,700

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

農業者 経営の安定

活動指標 給付件数 0 66 156

成果指標 青年新規就農者数（人）／年 17 31 40

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
48,750 50,000 60,000 158,750

県支出金

地方債

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　③　農業における持続的な担い手を育成する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 青年就農給付金事業（営農開始型） 担当部課 産業振興部 農業振興課

事業目的

経営リスクを負っている新規就農者の経営が軌道に乗
るまでの間を支援するため 事業主体 新規就農者

実施方法 その他

事 業 内 容

【対象者】
　独立・自営就農時の年齢が45歳未満(原則)の者
【内容】
　交付額:上限150万円／年、期間:最長５年間
【要件】
　独立･自営就農を「経営開始計画」で確認
　人･農地プランで中心となる経営体の位置づけ

進捗状況
・

現状

　H24年実績
　　給付金受給者数：14名
　　　　　　　　13,500,000円
　H25年実績
　　給付金受給者数：21名
　　　　　　　　23,250,000円
　H26年実績
　　給付金受給者数：31名
　　　　　　　　39,000,000円

事業期間 平成24年度 ～ 平成29年度（６年間） 会計種類 一般会計

総事業費 174,500 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

174,500 6 2 3
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

事業費（A）
【1,000】 【1,000】

1,000 1,000

事業費内訳
（主なもの）

 補助金  補助金 【　】は繰越分

従事職員数(人) 0.4 0.4
平均人件
費

8,700

人件費（B） 3,480 3,480
人件費割
合(%)

87.4

総コスト（A＋B） 3,480 4,480
総コスト
計

7,960

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

地域住民生活等緊急支援のた
めの交付金

国庫支出金 平成27年度事業費は、平成26年度補正予算に計上し、繰り越したもの 定額

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
【600】 【600】

県支出金

地方債

その他

一般財源
【400】 【400】

1,000 1,000

事 業 内 容

【対象者】
　市内に居住し、営農開始から５年以内の者
【内容】
　農地や農業用機械、資材の賃借料及び雇用した場
合の人件費の２分の１（上限１０万円）を助成する。

進捗状況
・

現状

平成２６年度から実施

事業期間 平成26年度 ～ 平成28年度（３年間） 会計種類 一般会計

総事業費 2,700 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

2,700 6 2 3

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

新規就農者 経費負担軽減

活動指標 補助金受給者（人）／年 0 0 10

成果指標 経費負担軽減額（千円） 0 490 1,000

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　③　農業における持続的な担い手を育成する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 糸島市新規就農定着支援事業 担当部課 産業振興部 農業振興課

事業目的

後継者、新規就農者が農業者として早期に定着できる
よう、農地や農業用機械、資材の賃借料、雇用した場
合の人件費の一部を助成する。

事業主体 糸島市

実施方法 補助
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

人件費（B） 3,480 3,480
人件費割
合(%)

33.2

総コスト（A＋B） 10,480 10,480
総コスト
計

20,960

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

その他

一般財源
7,000 7,000 14,000

事業費（A）
7,000 7,000 14,000

事業費内訳
（主なもの）

 補助金  補助金

従事職員数(人) 0.4 0.4
平均人件
費

8,700

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

農業者 当初経費の軽減

活動指標 補助受給者数（人）／年 0 0 25

成果指標 当初経費の軽減額（千円） 0 300 7,000

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　③　農業における持続的な担い手を育成する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 糸島市就農支援事業 担当部課 産業振興部 農業振興課

事業目的

定年等の退職後に、新たに農業に取り組もうとする農業
者のニーズに応じた支援施策の実施 事業主体 糸島市

実施方法 補助

事 業 内 容

【対象者】
　認定就農者（認定農業者を除く）及び農地を所有する
定年等で退職した者で、新たに営農を考えている者。
【内容】
　農業用機械や資材の購入、修繕等に係る経費の２
０％（上限３０万円）を補助する。

進捗状況
・

現状

平成２６年度から事業実施

事業期間 平成26年度 ～ 平成28年度（３年間） 会計種類 一般会計

総事業費 18,500 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

18,500 6 2 3
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

市義務負担 その他 福岡県農業振興対策事業費補助金交付要綱 １／６以上

事業費（A）
34,950 34,950 69,900

事業費内訳
（主なもの）

 補助金  補助金

従事職員数(人) 0.3 0.3
平均人件
費

8,700

人件費（B） 2,610 2,610
人件費割
合(%)

6.9

総コスト（A＋B） 37,560 37,560
総コスト
計

75,120

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

福岡県農業振興対策事業費
補助金

県支出金 福岡県農業振興対策事業費補助金交付要綱 １／３以内

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金
23,300 23,300 46,600

地方債

その他

一般財源
11,650 11,650 23,300

事 業 内 容

　米・麦・大豆の生産の集積に対応できるよう作業の省
力化を図るため、高性能農業機械の導入経費に対する
補助を行う。

　補助率：１/２以内
　財源：県費1/3以内＋市費1/6以上

進捗状況
・

現状

■H21実績（４経営体）
■H22実績（４経営体）
■H23実績（５経営体）
■H24実績（３経営体）
■Ｈ25実績（５経営体）
■H26計画　４経営体

事業期間 平成26年度 ～ 平成28年度（３年間） 会計種類 一般会計

総事業費 99,559 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

99,559 6 2 8

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

農業者 所得向上

活動指標 新規事業実施主体数（件） 4 4 12

成果指標
うち、農業産出額の増加数
（件）

0 0 12

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　③　農業における持続的な担い手を育成する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 水田農業担い手機械導入支援事業 担当部課 産業振興部 農業振興課

事業目的

　売れる米・麦・大豆づくりと併せ生産コストの低減に積
極的に取り組む担い手を育成するとともに、地域農業の
担い手としてその経営の安定を図る。

事業主体 認定農業者、集落営農組織等

実施方法 補助
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

人件費（B） 2,610 2,610
人件費割
合(%)

22.5

総コスト（A＋B） 10,610 12,610
総コスト
計

23,220

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

その他

一般財源
8,000 10,000 18,000

事業費（A）
8,000 10,000 18,000

事業費内訳
（主なもの）

 補助金  補助金

従事職員数(人) 0.3 0.3
平均人件
費

8,700

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

農業者
・所得の向上
・作業時間の短縮　等

活動指標 補助件数 0 16 50

成果指標
　・不作付地の解消数（件）
　・雇用者増　（人）

0
0

0
0

30
10

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　③　農業における持続的な担い手を育成する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 糸島市農村地域活性化事業 担当部課 産業振興部 農業振興課

事業目的

　本市の農業経営体の所得の向上のほか、不作付地を
活用した農村景観の向上、雇用創出による地域の活性
化を図るため。

事業主体 認定農業者

実施方法 補助

事 業 内 容

　不作付地（耕作放棄、遊休）での農産物・景観作物の
栽培、雇用の増加等の地域の活性化に寄与する取組
みを行う認定農業者の施設・機械の取得に対する経費
の補助
　■補助率等
　① 施設整備…20％以内
　　　　　　　　　　上限額:50万円　(改修・改良は30万円)
　② 機械導入…20％以内
　　　　　　　　　　上限額:50万円　(中古機械は30万円)

進捗状況
・

現状

　・H26年度（肉付）の新規事業
　・H26予算額：6,900千円

事業期間 平成26年度 ～ 平成28年度（３年間） 会計種類 一般会計

総事業費 34,900 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

34,900 6 2 3
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

事業費（A）
5,600 6,400 7,200 19,200

事業費内訳
（主なもの）

 負担金  負担金  負担金
国庫分は直接、県市
分は市から補助

従事職員数(人) 0.1 0.1 0.1
平均人件
費

8,700

人件費（B） 870 870 870
人件費割
合(%)

12.0

総コスト（A＋B） 6,470 7,270 8,070
総コスト
計

21,810

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

環境保全型農業直接支払交
付金

県支出金 環境保全型農業直接支払交付金実施要綱
国1/2
県1/4

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
2,800 3,200 3,600 9,600

県支出金
1,400 1,600 1,800 4,800

地方債

その他

一般財源
1,400 1,600 1,800 4,800

事 業 内 容

下記の何れかの取り組みに対する支援
①カバークロップ（緑肥）の作付
②堆肥施用
③有機農業
④県特認（草生、省耕起播種など）
　
　なお、国の支援は1,500～4,000円/10a。
　ただし、県+市が同額の負担を行う場合に限る。

進捗状況
・

現状

■H24実績
　交付対象者数：18名
　　　同　　 面積：約42.7ha
■H25実績
　交付対象者数：17名
　　　同　　 面積：約48.4ha
■H26計画
　交付対象者数：20名
　　　同　　 面積：約49.4ha

事業期間 平成27年度 ～ 平成29年度（３年間） 会計種類 一般会計

総事業費 19,200 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

9,600 6 2 3

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

農業者 所得向上

活動指標 支援対象農家数（戸） 17 17 25.0

成果指標 取組み面積（ha） 48.4 48.4 90

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　③　農業における持続的な担い手を育成する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 環境保全型農業直接支払事業 担当部課 産業振興部 農業振興課

事業目的

化学肥料･農薬の低減に加え、農業分野において地球温暖
化防止や生物多様性保全等に効果の高い営農活動に取り
組む農業者で組織する団体に対する直接支援により、温暖
化防止や生物の生育環境保全の促進を図る。

事業主体 農業者団体

実施方法 負担金
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

人件費（B） 3,480
人件費割
合(%)

100.0

総コスト（A＋B） 3,480
総コスト
計

3,480

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

地域住民生活等緊急支援のた
めの交付金

国庫支出金 平成27年度事業費は、平成26年度補正予算に計上し、繰り越したもの 定額

その他

一般財源
【800】 【800】

事業費（A）
【2,000】 【2,000】

事業費内訳
（主なもの）

 委託金 【　】は繰越分

従事職員数(人) 0.4
平均人件
費

8,700

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

商品販売者
販路拡大による糸島商品
の知名度向上及び売り
上げの増加

活動指標 試食会等の実施回数 0 2 8

成果指標 商品の売上げ（円） 500千円 1,000千円 5,000千円

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
【1,200】 【1,200】

県支出金

地方債

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　④　農業における地産地消、市場開拓、ブランド化を推進する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 糸島ブランド商品販路開拓事業 担当部課 産業振興部 農業振興課

事業目的

糸島産農水産物を原材料として開発した商品の販路の
開拓に関する委託料を計上する。 事業主体 糸島市

実施方法 全面委託

事 業 内 容

糸島産農水産物を原材料として開発した商品の販路の
開拓に関する委託料を計上する。

関東圏、福岡都市圏、糸島市内の３つのエリアにおける
試食会やアンケート調査、展示会出展、各所デパート
等への営業活動を行い、新商品開発で生まれた商品
の知名度向上、販路拡大を図る。

進捗状況
・

現状

平成２４年度：３商品を開発
平成２５年度：２商品を開発
平成２６年度：２商品を開発

事業期間 平成27年度（１年間） 会計種類 一般会計

総事業費 2,000 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

2,000 6 2 3
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

事業費（A）
【2,000】 【2,000】

2,700 2,700

事業費内訳
（主なもの）

 補助金  補助金 【　】は繰越分

従事職員数(人) 0.4 0.4
平均人件
費

8,700

人件費（B） 3,480 3,480
人件費割
合(%)

72.0

総コスト（A＋B） 3,480 6,180
総コスト
計

9,660

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

地域住民生活等緊急支援のた
めの交付金

国庫支出金 平成27年度事業費は、平成26年度補正予算に計上し、繰り越したもの 定額

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
【1,200】 【1,200】

県支出金

地方債

その他

一般財源
【800】 【800】

2,700 2,700

事 業 内 容

【対象者】
　市内に存在する有人の農産物直売所
【内容】
　イベント開催に関する補助 ： 10分の５（上限２０万円）
　販売促進に関する補助 ： 10分の５（上限３０万円）
 
　

進捗状況
・

現状

平成２６年度から実施

事業期間 平成26年度 ～ 平成28年度（３年間） 会計種類 一般会計

総事業費 6,500 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

6,500 6 2 3

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

直売所 売り上げの向上

活動指標 補助した産直施設数 0 4 15

成果指標
対前年比売り上げ向上店舗
数

0 0 5

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　④　農業における地産地消、市場開拓、ブランド化を推進する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 糸島市産直施設活性化事業 担当部課 産業振興部 農業振興課

事業目的

糸島産農産物の発信基地である直売所の活性化を図
るため、イベント開催費用や広告、PR促進費用の一部
を補助する。

事業主体 糸島市

実施方法 補助
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

人件費（B） 1,740 870
人件費割
合(%)

36.2

総コスト（A＋B） 4,040 3,170
総コスト
計

7,210

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

その他

一般財源
2,300 2,300 4,600

事業費（A）
2,300 2,300 4,600

事業費内訳
（主なもの）

 会場借上料
 補助金

 会場借上料
 補助金

従事職員数(人) 0.2 0.1
平均人件
費

8,700

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

糸島市
生産者

糸島産品の認知度向上
販売チャネルの増加

活動指標
直営物産展等の開催　（回）
販売催事への出品　　 （人）

0
0

1
0

5
20

成果指標 物産展等の集客数 0 452 1,000

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　④　農業における地産地消、市場開拓、ブランド化を推進する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 糸島農産物ブランド化推進活動支援事業 担当部課 産業振興部 農業振興課

事業目的

　糸島産農産物等のPR及び物産展等の販売催事への
出品促進。 事業主体 直営・生産者

実施方法 直営・補助

事 業 内 容

　糸島産農産物等のPRのため直営の物産展、展示会
を開催する。
　また、糸島市外で開催される物産展等販売催事に出
品する生産者に対して経費の一部を助成する。 進捗状況

・
現状

　平成26年9月1日から30日まで
東京日本橋地域交流サロンにて
糸島フェアを開催。

事業期間 平成26年度 ～ 平成28年度（３年間） 会計種類 一般会計

総事業費 6,900 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

2,300 6 2 3
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

事業費（A）
(88) (88) (118) (294)
792 792 1,062 2,646

事業費内訳
（主なもの）

 補助金  補助金  補助金 （ ）は受益者負担金

従事職員数(人) 0.2 0.2 0.2
平均人件
費

8,700

人件費（B） 1,740 1,740 1,740
人件費割
合(%)

66.4

総コスト（A＋B） 2,532 2,532 2,802
総コスト
計

7,866

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

糸島市定住・ブランド基金 その他 糸島市定住・ブランド基金条例 定額

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他
(88) (88) (118) (294)
792 792

一般財源
792 1,062 1,854

事 業 内 容

　本市の生産者団体の新規作物「ＢＫシードレス」栽培
普及に取組む経費の一部補助

・対象者
　　BKシードレス研究会（ＪＡ糸島ぶどう部会内）
・対象経費
　　苗木代、販促経費(試食会、PR、ロゴデザイン)等
・補助率
　　90％以内

進捗状況
・

現状

・H26年度
　苗木の一般販売(H28初予定)前
に、九州大学が育成する試験栽
培用の苗木約10本譲り受け、H27
初に栽培開始予定
　※11月20日：研究会設立
【注】
　定植3年後から収穫可（10房）
　成木は5～6年後（300房以上）

事業期間 平成27年度 ～ 平成29年度（３年間） 会計種類 一般会計

総事業費 2,940 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

2,646 6 2 3

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

農業者 所得向上

活動指標 栽培面積の拡大（ha） 0 0 3.0

成果指標 生産者の満足度（%） 0 0 80

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　⑤　九州大学との連携により農業を振興する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 糸島極旨ブドウ栽培支援事業 担当部課 産業振興部 農業振興課

事業目的

　九州大学が研究、育成したブドウ新品種「BKシードレ
ス」の栽培と産地化を推進することによって、本市農産
物のブランド力向上と農業所得の向上を図る。

事業主体 農業者の団体

実施方法 補助
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

（単位：千円）

平成27年度

水源保全基金繰入金 その他 糸島市水源保全基金条例 100%

12,000

一般財源

総コスト（A＋B） 6,610 6,610 6,610
総コスト
計

19,830

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

事業費（A）
4,000 4,000 4,000 12,000

事業費内訳
（主なもの）

水源林整備促進事業
支援金、間伐補助
金、用地購入

水源林整備促進事業
支援金、間伐補助
金、用地購入

水源林整備促進事業
支援金、間伐補助金、
用地購入

従事職員数(人) 0.3 0.3 0.3
平均人件
費

8,700

人件費（B） 2,610 2,610 2,610
人件費割
合(%)

39.5

その他
4,000 4,000 4,000

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

市民 水源涵養機能の向上

活動指標 水源涵養林整備（ha） 0ha 204ha 350ha

成果指標
森林環境が向上したと感じる
人の割合（％）

0 0 50

平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　⑥　林業生産基盤や生産条件を整備する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 水源保全基金運営事業 担当部課 産業振興部 農林土木課

事業目的

糸島市の水源の保全及び森林の公益的機能である水
源かん養機能の向上を目的として、水源地の森林整備
や山の大切さを市民に理解していただくためのソフト事
業を行う。

事業主体 糸島市

実施方法 直営

事 業 内 容

水源の保全を目的とした事業とし、具体的な事業内容
については「前原市水源保全基金運営委員会」で協議
し、以下の４項目に決定している。
①間伐事業
②広葉樹植林
③公有林化
④啓発事業

進捗状況
・

現状

平成25年度実績
切捨間伐13.01ha、除伐0.24ha、
竹転0.67ha、下草刈0.60ha
山林購入
雷山　1,201.58㎡
雷山で約270人参加の植樹祭を
実施

事業期間 平成21年度 ～ 平成31年度（11年間） 会計種類 一般会計

総事業費 55,000 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

55,000 6 3 1
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

人件費（B） 870 870 870
人件費割
合(%)

30.3

総コスト（A＋B） 2,870 2,870 2,870
総コスト
計

8,610

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

森林整備事業 国庫支出金 美しい森林づくり基盤整備交付金 50%

水源保全基金繰入金 その他 糸島市水源保全基金条例 50%

その他
1,000 1,000 1,000 3,000

一般財源

事業費（A）
2,000 2,000 2,000 6,000

事業費内訳
（主なもの）

 森林整備事業費  森林整備事業費  森林整備事業費

従事職員数(人) 0.1 0.1 0.1
平均人件
費

8,700

地方債

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

市民
森林整備による森林環境
の向上

活動指標 間伐面積（ha） 0 6.6 38.23

成果指標
森林環境が向上したと感じる
人の割合（％）

0 0 50

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
1,000 1,000 1,000 3,000

県支出金

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　⑥　林業生産基盤や生産条件を整備する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 美しい森林づくり基盤整備事業 担当部課 産業振興部 農林土木課

事業目的

森林の多目的機能の高度発揮のために、特定間伐促
進計画に基づき適切な森林整備を行う。 事業主体 糸島市

実施方法 直営

事 業 内 容

平成25年9月に策定した特定間伐等促進計画に基づき
計画した「美しい森林づくり基盤整備交付金事業」によ
る事業で、平成25年度から平成32年度まで８年間事業
実施。
民有林は荒廃森林再生事業で実施し、本事業では間
伐の必要な市有林の整備を実施する。
森林整備面積　38.23ha

進捗状況
・

現状

平成25年度実績
切捨間伐6.60ha
平成26年度予定
切捨間伐6.50ha

事業期間 平成25年度 ～ 平成32年度（８年間） 会計種類 一般会計

総事業費 13,896 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

6,948 6 3 1
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

地方債 地方債 ふるさと林道緊急整備事業 90%

事業費（A）
(221,000) (232,000) (247,030) (700,030)

36,200 39,320 40,823 116,343

事業費内訳
（主なもの）

負担金、測量委託
費、公有財産購入
費、補償費

負担金、測量委託
費、公有財産購入
費、補償費

負担金、測量委託
費、公有財産購入
費、補償費

従事職員数(人) 0.7 0.7 0.7
平均人件
費

8,700

人件費（B） 6,090 6,090 6,090
人件費割
合(%)

13.6

総コスト（A＋B） 42,290 45,410 46,913
総コスト
計

134,613

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

県費補助 国庫支出金 林道開設事業条件整備事業（用地購入） 40%

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金
(221,000) (232,000) (247,030) (700,030)

12,000 7,400 7,400 26,800

地方債
15,900 20,800 22,200 58,900

その他

一般財源
8,300 11,120 11,223 30,643

事 業 内 容

・県営広域基幹林道整備事業に対する負担金
　（事業費の１０％）
・用地購入は県費補助事業として市が行う。
　（補助率は４０％）
・立木補償費は県からの受託事業で市が行う。
　（全額県事業費）
◎第３雷山浮嶽線　総延長　Ｌ＝18,900ｍ
　　　２７年度以降残延長　Ｌ＝2,697ｍ
・25年度実績Ｌ＝1,138ｍ、26年度予定Ｌ＝1,443ｍ

進捗状況
・

現状

急峻な地形や脆弱な地質のため工事が計画ど
おり進捗しなかったため、Ｈ17年度に計画期間を
5年間伸ばしＨ27年度までとした。しかしながら、
計画変更後も豪雨による法面崩壊が頻繁に発生
し、その都度工事工程の見直しを行いその復旧
に時間と経費を要したため工事の進捗が遅れ
た。残工事区間についても、急峻な地形が続き
擁壁工が必要な区間が多く工事が容易でないこ
とから、工事期間を再考した結果、Ｈ27年度の完
成が見込めないため、事業計画を変更し期間の
延長を行う予定である。

事業期間 平成５年度 ～ 平成30年度（26年間） 会計種類 一般会計

総事業費 6,113,000 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

－ 6 3 2

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

林業従事者 森林施業時間の短縮

活動指標 開設延長（ｍ） 0 14,760 18,900

成果指標
移動に要する時間の短縮
（分）

30
30（平成24年度

部分開通）
10（平成30年度

全線開通）

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　⑥　林業生産基盤や生産条件を整備する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 広域基幹林道開設事業（道整備交付金） 担当部課 産業振興部 農林土木課

事業目的

森林の保全並びに林業施業の省力化を図るため、広
域基幹林道を軸とした林道のネットワーク化を推進す
る。

事業主体 糸島市

実施方法 直営

県費補助 県支出金 受託事業（立木補償） 100%
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

人件費（B） 1,740 1,740 1,740
人件費割
合(%)

25.8

総コスト（A＋B） 6,740 6,740 6,740
総コスト
計

20,220

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

県費補助 県支出金 福岡県林道事業補助金 40%

その他

一般財源
3,000 3,000 3,000 9,000

事業費（A）
5,000 5,000 5,000 15,000

事業費内訳
（主なもの）

 舗装工事費  舗装工事費  舗装工事費

従事職員数(人) 0.2 0.2 0.2
平均人件
費

8,700

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

林業従事者 森林施業時間の短縮

活動指標 舗装済延長（ｍ） 990 2,424 6,108

成果指標
移動に要する時間の短縮
（分）

30 22 15

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金
2,000 2,000 2,000 6,000

地方債

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　⑥　林業生産基盤や生産条件を整備する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 県単独林道事業（林道一の原線） 担当部課 産業振興部 農林土木課

事業目的

林道一の原線は、森林施業に多く利用されているが、
未舗装部分が半分あり、降雨後は路面浸食により通行
に支障が生じるため、舗装工事を行う。

事業主体 糸島市

実施方法 直営

事 業 内 容

『地域再生計画（H20～H24）』で、林道一の原線舗装
工事を計画し、Ｈ２１とＨ２２に工事実施し、H23とH24は
工事休止。
H25はH24補正予算（道整備交付金）により４９９ｍの整
備を実施。
路線延長Ｌ＝６，１０８ｍのうち未舗装区間Ｌ＝２，４２４ｍ
の舗装工事を県単独林道事業により実施する。
負担割合　県　４／１０　　市　６／１０

進捗状況
・

現状

　Ｈ２１～Ｈ２２　９３５ｍ舗装済
　（道整備交付金事業）
・Ｈ２５　Ｌ＝４９９ｍ
・Ｈ２６　Ｌ＝４００ｍ予定

事業期間 平成21年度 ～ 平成31年度（11年間） 会計種類 一般会計

総事業費 62,500 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

62,500 6 3 2

209



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

糸島市林業振興事業補助金 その他 糸島市林業振興事業補助金交付規程 12%

事業費（A）
(25,000) (25,000) (25,000) (75,000)

3,400 3,400 3,400 10,200

事業費内訳
（主なもの）

 森林整備補助金  森林整備補助金  森林整備補助金

従事職員数(人) 0.2 0.2 0.2
平均人件
費

8,700

人件費（B） 1,740 1,740 1,740
人件費割
合(%)

33.9

総コスト（A＋B） 5,140 5,140 5,140
総コスト
計

15,420

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

森林環境保全整備事業補助
金

県支出金 福岡県造林事業交付金交付規程 68%

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金
(19,320) (19,320) (19,320) (57,960)

地方債

その他
(5,680) (5,680) (5,680) (17,040)

3,400 3,400 3,400 10,200

一般財源

事 業 内 容

・樹齢が１６年生以上８０年生以下の間伐に対する補助
を実施
・事業費の負担割合
　国県補助68％、市負担12％、所有者負担20％ 進捗状況

・
現状

・平成２５年度実績
　森林整備面積　 間伐　４６．８９
ha
・平成２６年度計画
　森林整備面積　間伐　４０ha

事業期間 平成22年度 ～ 平成29年度（８年間） 会計種類 一般会計

総事業費 27,200 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

27,200 6 3 5

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

森林所有者
間伐による森林環境の向
上

活動指標 間伐実施面積（ha/年） 0 46.89 40

成果指標
森林環境が向上したと感じる
人の割合（％）

0 0 50

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　⑥　林業生産基盤や生産条件を整備する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 森林整備事業 担当部課 産業振興部 農林土木課

事業目的

間伐による森林整備を行うことにより、森林環境の向上
を図り、水源涵養機能等の多面的機能も高める。 事業主体 糸島市

実施方法 補助
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

人件費（B） 2,610 2,610 2,610
人件費割
合(%)

3.4

総コスト（A＋B） 56,460 88,616 88,616
総コスト
計

233,692

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

福岡県荒廃森林再生事業交
付金

県支出金 福岡県荒廃森林再生事業交付金交付要綱 100%

その他

その他

一般財源

事業費（A）
53,850 86,006 86,006 225,862

事業費内訳
（主なもの）

 荒廃森林調査委託
 森林整備委託

 荒廃森林調査委託
 森林整備委託

 荒廃森林調査委託
 森林整備委託

従事職員数(人) 0.3 0.3 0.3
平均人件
費

8,700

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

市民及び森林
所有者

森林整備による森林環境
の向上

活動指標 荒廃森林整備面積（ha） 0ha 913.56ha 1,400ha

成果指標
森林環境が向上したと感じる
人の割合（％）

0 0 50

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金
53,850 86,006 86,006 225,862

地方債

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　⑥　林業生産基盤や生産条件を整備する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 荒廃森林再生事業 担当部課 産業振興部 農林土木課

事業目的

平成20年度からの森林環境税の創設に伴い、荒廃した
森林を再生し環境の優れた森として保全する。 事業主体 糸島市

実施方法 補助

事 業 内 容

概ね1５年以上手入れがされていない森林を適切に整
備する。
・荒廃森林調査
・森林の整備（間伐・除伐） 進捗状況

・
現状

・平成２５年度実績
　荒廃森林調査　４４６．６１ha
　森林整備　１７２．１８ha
・平成２６年度計画
　荒廃森林調査　４５０ha
　森林整備　２４０ha

事業期間 平成20年度 ～ 平成29年度（10年間） 会計種類 一般会計

総事業費 867,844 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

0 6 3 5
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

人件費（B） 6,090 6,090 6,090
人件費割
合(%)

22.3

総コスト（A＋B） 27,170 27,370 27,370
総コスト
計

81,910

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

水源保全基金繰入金 その他 糸島市水源保全基金条例 100%

事業費内訳
（主なもの）

貯木場賃料、運営委託
費、広域基幹林道沿線
土地購入・活用、間伐
材等搬出補助金

貯木場賃料、運営委託
費、広域基幹林道沿線
土地購入・活用、間伐
材等搬出補助金

貯木場賃料、運営委託
費、広域基幹林道沿線
土地購入・活用、間伐材
等搬出補助金

従事職員数(人) 0.7 0.7 0.7
平均人件
費

8,700

その他
8,400 8,400 8,400 25,200

一般財源
12,680 12,880 12,880 38,440

0 1,060 12,000

成果指標
森林整備が促進したと感じる
人の割合（％）

0 0 50

事業費（A）
21,080 21,280 21,280 63,640

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

一部委託

千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

63,640 6 3 2

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

山所有者
林業従事者

間伐材、端材の流通によ
る森林整備の促進

活動指標
貯木場での間伐材等取扱量
（㎥）

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　⑥　林業生産基盤や生産条件を整備する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 糸島型森林再生プロジェクト事業 担当部課 産業振興部 農林土木課

事業目的

主伐や間伐による木材の搬出・集荷・供給のしくみの構築及
び植林・育林・除伐・間伐・主伐の森林施業サイクルの復活に
より、働く場の確保と林業従事者の所得向上を図り、林業振
興と森林保全に寄与する。

事業主体 糸島市

実施方法

事 業 内 容

①貯木場『伊都山燦』の運営
②間伐材等搬出補助金の交付
③地産材活用推進員採用
④広域基幹林道沿線土地活用
⑤市有林の計画的整備

進捗状況
・

現状

①H25.10より貯木場の運営開始
②H25　438ｔ　1,315千円
③H25.４より1名雇用
④H25展望所2箇所設置
⑤H25より森林経営計画を策定し
整備を実施

事業期間 平成25年度 ～ 平成29年度（５年間） 会計種類 一般会計

総事業費 63,640
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

事業費（A）
141 10,141 40,071 50,353

事業費内訳
（主なもの）

ヒアリング（林野庁）

全体計画調査
実施設計
全体計画報告（林野
庁）

設計審査（林野庁）
作設工事

従事職員数(人) 0.3 0.3 0.3
平均人件
費

8,700

人件費（B） 2,610 2,610 2,610
人件費割
合(%)

13.5

総コスト（A＋B） 2,751 12,751 42,681
総コスト
計

58,183

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

林業専用道等整備事業補助
金

国庫支出金 森林環境保全整備事業 1/2以内

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
5,000 20,000 25,000

県支出金

地方債

その他

一般財源
141 5,141 20,071 25,353

事 業 内 容

①林業専用道作設について地域への周知と合意形成
を図る
②路網計画
③路線設計　車道復員3.0ｍ、砂利道
④作設工事

進捗状況
・

現状

現在市内には47路線122.2㎞の
林道が開設されているが、これは
骨格部分であり、林道と森林をつ
なぐ補助道路がなく、間伐材の搬
出が困難な森林が多い。

事業期間 平成26年度 ～ 平成29年度（４年間） 会計種類 一般会計

総事業費 50,353 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

25,705 6 3 2

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

森林整備施業
者

林道整備による木材輸送
の効率化

活動指標 林業専用道の開設（ｍ） 0 0 2,000

成果指標
木材輸送の効率化が進んだ
と感じる人の割合（％）

0 0 50

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　⑥　林業生産基盤や生産条件を整備する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 林業専用道整備事業 担当部課 産業振興部 農林土木課

事業目的

間伐材の有効活用による森林保全を実行するため、木材輸
送機能を強化する林業専用道を整備し、効率的な木材の搬
出を促進し林業生産性の向上を図る。

事業主体 糸島市

実施方法 直営
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

人件費（B） 435
人件費割
合(%)

9.7

総コスト（A＋B） 4,466
総コスト
計

4,466

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

緊急雇用創出事業臨時特例
基金事業補助金

県支出金 福岡県緊急雇用創出事業臨時特例基金事業（地域人づくり事業） 100%

その他

一般財源

事業費（A）
4,031 4,031

事業費内訳
（主なもの）

 新規雇用者人件費
 新規雇用者指導費

従事職員数(人) 0.05
平均人件
費

8,700

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

新規雇用者
森林施業に関する技術
の習得

活動指標 技術の習得（％） 0 50 100

成果指標 正規雇用（人） 0 0 3

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金
4,031 4,031

地方債

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　⑥　林業生産基盤や生産条件を整備する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 林業人材育成事業 担当部課 産業振興部 農林土木課

事業目的

地域人づくり事業を活用し、働きながら実地訓練を行う
とともに林業の基礎知識等を併せて受講することで、森
林保全・林業振興に必要な人材を育成する。

事業主体 糸島市

実施方法 全面委託

事 業 内 容

地域人づくり事業を活用し、福岡県広域森林組合に期
間雇用の労働による人材育成を委託。
座学・資格講習や実施訓練、林業機械の操作、木材の
伐採・搬出、作業道の築造等の技術を習得させ、林業
への参入意欲の向上と正規雇用を促進する。
■委託先　福岡県広域森林組合
■雇用人数　３名（平成26年度雇用者を継続して雇用）
■委託期間（雇用期間）
平成27年4月1日から平成27年6月30日まで（６３日間）

進捗状況
・

現状

平成26年7月より森林組合に委託
し、３名の新規雇用を行い事業を
実施。

事業期間 平成26年度 ～ 平成27年度（２年間） 会計種類 一般会計

総事業費 17,931 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

17,931 5 1 1
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

受益者分担金 その他 糸島市農漁業用施設工事分担金徴収条例 補助残の10％

事業費（A）
101,000 172,000 101,000 374,000

事業費内訳
（主なもの）

船越漁港東防波堤工
事

船越漁港道路整備工
事
野北漁港消波施設工
事

野北漁港消波施設工
事

従事職員数(人) 0.3 0.6 0.3
平均人件
費

8,700

人件費（B） 2,610 5,220 2,610
人件費割
合(%)

2.7

総コスト（A＋B） 103,610 177,220 103,610
総コスト
計

384,440

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

水産基盤整備事業（特定） 国庫支出金 水産基盤整備事業補助金交付要綱 50％

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
50,000 85,000 50,000 185,000

県支出金
17,000 28,900 17,000 62,900

地方債
26,700 45,400 26,700 98,800

その他
3,400 5,810 3,400 12,610

一般財源
3,900 6,890 3,900 14,690

事 業 内 容

船越漁港　　東防波堤
　25～28年度：東防波堤工事　L=90ｍ
　　　　　　　  　道路整備工事　 L=1,250ｍ
　　　　　　　　　防風柵設置工事　L=132ｍ
野北漁港　　西防波堤
  28～29年度：消波施設　L=120m
　　　　　　　　　道路整備工事　L=450m

進捗状況
・

現状

〔船越漁港〕
平成25年度　東防波堤工事
L=30m
平成26年度　東防波堤工事
L=40m、防風柵

事業期間 平成22年度 ～ 平成29年度（８年間） 会計種類 一般会計

総事業費 687,580 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

687,580 6 4 3

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

糸島漁協組合
員（船越支所）

92人
漁船の安全係留

活動指標 防波堤の整備（ｍ） 0（22年度） 70 90(28年度）

成果指標 暴風時の係留可能隻数（隻） 0（22年度） 43 55(28年度）

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　⑦　漁業生産基盤を整備し、つくり育てる漁業を振興する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 水産生産基盤整備事業 担当部課 産業振興部 水産商工課

事業目的

　船越漁港は台風や春一番、季節風などの南風によ
り、越波や港内波が立ちその都度旧港に移動避難して
いる。よって、港内の静穏度を高め安心して係留できる
安全な漁港を目指す。

事業主体 糸島市

実施方法 直営

一般公共事業債 地方債 漁港漁場整備法 90%
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

人件費（B） 5,220 5,220
人件費割
合(%)

6.6

総コスト（A＋B） 62,466 96,365
総コスト
計

158,831

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

漁港施設機能強化事業 国庫支出金 水産基盤整備事業補助金交付要綱 50%

受益者分担金 その他 糸島市農漁業用施設工事分担金徴収条例 補助残の10％

事業費内訳
（主なもの）

加布里漁港整備工事
岐志漁港測量、設計
委託

加布里漁港整備工事
岐志漁港整備工事

従事職員数(人) 0.6 0.6
平均人件
費

8,700

59,500

その他
2,860 4,600 7,460

一般財源
2,786 5,145 7,931

地方債

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

活動指標 物揚場・護岸嵩上げ工事（ｍ） 0 0 1,077

成果指標 漁船の耐用年数の増(年) 7 7 9

事業費（A）
57,246 91,145 148,391

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
28,500 45,000 73,500

県支出金

23,100 36,400

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　⑦　漁業生産基盤を整備し、つくり育てる漁業を振興する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 漁港施設機能強化事業 担当部課 産業振興部 水産商工課

事業目的

　加布里漁港は、例年盆潮時（大潮）に岸壁を越波し、漁業
者及び一般市民に被害（床下浸水等）を及ぼしている。よっ
て、岸壁の嵩上げ等により、高潮の被害を軽減する。
　岐志漁港は、台風時及び季節風により船舶の係留及びカ
キ選別等の漁労作業に支障を来している。よって、防風柵の
設置により、港内風波を軽減する。

事業主体 糸島市

実施方法 直営

事 業 内 容

加布里漁港
　25～28年度：土質調査・測量設計委託1式
　　　　　　　　　物揚場嵩上げ工事 L= 667ｍ
　　　　　　　　　護岸嵩上げ工事　  L= 410ｍ
　　　　　　　　　防風柵設置工事　　L= 182ｍ（H=4m）
岐志漁港
　27～28年度：測量設計委託1式
　　　　　　 　　　防風柵設置工事　　L= 400ｍ

進捗状況
・

現状

[加布里漁港]
平成25年度
　土質調査・測量設計委託
平成26年度
　物揚場・護岸嵩上げ、防風柵

事業期間 平成25年度 ～ 平成28年度（４年間） 会計種類 一般会計

総事業費 244,691 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

13,551 6 4 3

0 400

漁港漁場整備法 90%一般公共事業債 地方債

糸島漁協組合員
（加布里支所）

29人・市民
浸水被害の軽減

成果指標 漁港区域内の冠水面積の減（㎡） 3,000 3,000 0

糸島漁協組合
員（本所）36人

漁船の安全係留
活動指標 防風柵の設置（ｍ） 0
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

 補助金
【　】は繰越分
（　）はJF負担分

従事職員数(人) 0.02 0.02
平均人件
費

8,700

その他

地域住民生活等緊急支援のた
めの交付金

国庫支出金 平成27年度事業費は、平成26年度補正予算に計上し、繰り越したもの 定額

事業費（A）

総コスト（A＋B） 174 3,174
総コスト
計

3,348

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類

【3,000】(6,000) (6,000) 【3,000】(12,000)

3,000 3,000

事業費内訳
（主なもの）

 補助金

人件費（B） 174 174
人件費割
合(%)

10.4

根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

【1,800】

県支出金

地方債

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
【1,800】

(6,000) (6,000) (12,000)

一般財源
【1,200】 【1,200】

3,000 3,000

事 業 内 容

　糸島漁業協同組合が実施する下記事業について支
援を行う。
①　天然ハマグリの乱獲防止の監視活動を継続すると
ともに、貝の色落ち（白変）対策として、干潟の耕うん等
の対策を試みる。
②　種苗放流については、これまで実施してきたヨシエ
ビ・ガサミ・車エビに加えメバルの放流。また、糸島管内
の磯場にアワビ・赤ウニに加えバフンウニを放流する。

進捗状況
・

現状

　糸島漁業協同組合において毎
年、放流等の事業が実施されて
いる。
[平成26年度]
車エビ50万尾・ガサミ25万尾・ヨシ
エビ25万尾放流。
磯場にクロアワビ8.5万個・赤ウニ5
万個放流。

事業期間 平成22年度 ～ 平成28年度（７年間） 会計種類 一般会計

総事業費 75,000 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

17,000 6 4 2

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

糸島漁協組合
員432人及び

一般市民
つくり育てる漁業の振興

活動指標 エビ・アワビ・ウニの放流(回) 3(21年） 3(24年） 3(28年）

成果指標
エビ・アワビ・ウニの陸揚金額
（千円）

41,168(21年） 35,197（24年） 58,481（28年）

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　⑦　漁業生産基盤を整備し、つくり育てる漁業を振興する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 水産業振興補助金事業 担当部課 産業振興部 水産商工課

事業目的

　 沿岸漁業の漁獲量は、年々減少していたが、近年で
は横ばいの状況であり、今後も資源管理とつくり育てる
漁業の振興を図る。事業を実施することにより、漁業者
の高齢化対策や後継者の育成を図る。

事業主体 糸島漁業協同組合

実施方法 補助
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

水産多面的機能発揮対策事
業

県支出金 水産多面的機能発揮対策事業費交付金交付要綱 定額

事業費（A）
(7,400) (7,400)

1,400 1,400

事業費内訳
（主なもの）

 補助金

従事職員数(人) 0.1
平均人件
費

8,700

人件費（B） 870
人件費割
合(%)

38.3

総コスト（A＋B） 2,270
総コスト
計

2,270

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

水産多面的機能発揮対策事
業

国庫支出金 水産多面的機能発揮対策交付金実施要領 定額

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
(6,200) (6,200)

県支出金
(1,200) (1,200)

200 200

地方債

その他

一般財源
1,200 1,200

糸島漁協組合
員450名及び一

般市民
藻場機能の維持回復

活動指標 藻場の保全活動（回） 0(21年度) 3(24年度) 6(27年度)

成果指標
有害生物駆除による藻場再
生面積の拡大（ha）

0(21年度) 50(24年度) 91(27年度)

事 業 内 容

①水域の監視
　・密漁監視活動
②藻場の保全
　・母藻の設置、海藻の種苗投入、食害生物の駆
　　除、保護区域の設定、モニタリング
③教育と啓発の場の提供
　・さかなっ子調理教室

進捗状況
・

現状

平成22年度から漁業者がガンガ
ゼ等の有害生物駆除を実施して
いる。
〔平成26年度〕
　・モニタリング（定期・日常）
　・食害生物の除去
　・母藻の設置
　・海藻の種苗投入
　・保護区域の設定

事業期間 平成25年度 ～ 平成27年度（３年間） 会計種類 一般会計

総事業費 24,496 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

3,600 6 4

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

2

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　⑦　漁業生産基盤を整備し、つくり育てる漁業を振興する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 水産多面的機能発揮対策事業（環境・生態系保全対策事業） 担当部課 産業振興部 水産商工課

事業目的

　糸島地域海岸線の藻場等の機能の維持回復に取組
む保全活動組織を支援する。
　しくみ：県地域協議会（国・県・市）から糸島磯根保全
協議会へ交付金が支払われる。

事業主体
福岡県環境・生態系保全対策
地域協議会

実施方法 補助
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

人件費（B） 2,610 2,610
人件費割
合(%)

8.7

総コスト（A＋B） 29,910 29,910
総コスト
計

59,820

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

水産基盤整備事業（特定） 国庫支出金 水産基盤整備事業補助金交付要綱 3/6

一般公共事業債 地方債 漁港漁場整備法 90%

7,200

その他
450 450 900

一般財源
750 750 1,500

事業費（A）
27,300 27,300 54,600

事業費内訳
（主なもの）

魚礁製作・運搬沈設 魚礁製作・運搬沈設

従事職員数(人) 0.3 0.3
平均人件
費

8,700

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

糸島漁協組合
員450人及び一

般市民

漁獲増大と魚介類の繁
殖保護

活動指標 魚礁の設置基数（基） 0
(21年度)

0
(23年度)

30
(28年度)

成果指標
糸島漁協の陸揚金額（百万
円）

1,955
(21年港勢調査)

2,217
(23年港勢調

査)

2,239
(28年港勢調査)

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
13,500 13,500 27,000

県支出金
9,000 9,000 18,000

地方債
3,600 3,600

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　⑦　漁業生産基盤を整備し、つくり育てる漁業を振興する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 魚礁設置事業 担当部課 産業振興部 水産商工課

事業目的

　糸島地域漁業組合員の水産物の漁獲増大と併せて、
魚介類の繁殖保護を図るために漁場整備を行う。 事業主体 糸島市

実施方法 直営

事 業 内 容

鋼製魚礁（10.8*10.8*2.7）　６基×５年＝30基

（魚礁設置事業は、昭和５１年度から実施しており、平
成２４年度～平成２８年度は、１１次長期計画の期間で
ある。）

進捗状況
・

現状

計画　６基×５年＝３０基のうち
平成24年度6基設置
平成25年度6基設置
平成26年度6基設置　計18基

事業期間 平成24年度 ～ 平成28年度（５年間） 会計種類 一般会計

総事業費 136,500 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

3,750 6 4 2

福岡県水産基盤整備事業
（魚礁設置事業）

県支出金
福岡県補助金等交付規則及び福岡県水産基盤整備事業補助金交
付要綱

2/6
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

事業費（A）
【3,087】 【3,087】

3,100 3,100

事業費内訳
（主なもの）

 補助金  補助金 【　】は繰越分

従事職員数(人) 0.02 0.02
平均人件
費

8,700

人件費（B） 174 174
人件費割
合(%)

10.1

総コスト（A＋B） 174 3,274
総コスト
計

3,448

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

地域住民生活等緊急支援のた
めの交付金

国庫支出金 平成27年度事業費は、平成26年度補正予算に計上し、繰り越したもの 定額

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
【1,852】 【1,852】

県支出金

地方債

その他

一般財源
【1,235】 【1,235】

3,100 3,100

事 業 内 容

補助対象者：
　• 市内に事業所を有する商工業者
　• 納期限の到来した市税を完納している方
　• １年以上継続して事業を実施する方
対象事業：糸島市内の農林水産物を使用した試作品
　　　　　　  の研究開発、市場調査、販路開拓等
補助率：対象事業費の２分の１以内
限度額：１００万円

進捗状況
・

現状

食品製造業者等が糸島産農林水
産物を使用した商品開発を望ん
でいる。

事業期間 平成26年度 ～ 平成28年度（３年間） 会計種類 一般会計

総事業費 6,187 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

6,187 7 1 2

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

商工業者
新商品の開発等による売
上向上

活動指標 申請件数 0 0 20

成果指標
補助対象者の新商品の開発
等による売上向上

0 0 ５％向上

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （２）商工業の振興

施　策 　⑩　商工業を振興する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 糸島市農商工連携事業補助金 担当部課 産業振興部 水産商工課

事業目的

糸島市内の商工業者が、糸島市内の農林水産物を使用した
新商品等の研究開発や販路開拓を行う事業に対して、経費
の一部を助成し、地域経済の活性化を図るもの。

事業主体 商工業者

実施方法 補助
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

人件費（B） 2,610 2,610
人件費割
合(%)

39.5

総コスト（A＋B） 2,610 10,610
総コスト
計

13,220

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

地域住民生活等緊急支援のた
めの交付金

国庫支出金 平成27年度事業費は、平成26年度補正予算に計上し、繰り越したもの 定額

その他

一般財源
【3,200】 【3,200】

8,000 8,000

事業費（A）
【8,000】 【8,000】

8,000 8,000

事業費内訳
（主なもの）

 補助金  補助金 【　】は繰越分

従事職員数(人) 0.3 0.3
平均人件
費

8,700

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

事業者 事業拡大への補助

活動指標 申請件数（件／累計） 0 119 269

成果指標
経営革新計画承認事業者数
（件／年間）

4 4 20

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
【4,800】 【4,800】

県支出金

地方債

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （２）商工業の振興

施　策 　⑩　商工業を振興する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名
“なんでも糸島”プロジェクト事業～がんばる中小企業
者応援補助

担当部課 産業振興部 水産商工課

事業目的

経営革新意欲（やる気）のある事業者に、補助する事で経営支援、
経営安定を図る。
また、補助対象事業者の相手事業者を市内事業者に誘導すること
で、補助額以上の経済効果を狙い、市内商工業の活性化を図る。

事業主体 事業者

実施方法 補助

事 業 内 容

平成25年度外部評価を受け、平成27年度から制度を
見直す。

●事業区分　新商品開発・新役務提供
●経営革新計画の有無で、補助率や補助限度額に差
をつけ、経営革新計画承認事業者数を増やす。
※有　⇒　補助率2/3、40万限度額
　無　⇒　補助率1/3、10万限度額

進捗状況
・

現状

●平成25年度実績
　申請件数：49件
　交付決定額：7,743千円

※経営革新計画承認事業者数
平成25年度：4件

事業期間 平成22年度 ～ 平成28年度（３年間） 会計種類 一般会計

総事業費 44,000 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

44,000 7 1 2
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

事業費（A）
360 360 360 1,080

事業費内訳
（主なもの）

 補助金  補助金  補助金

従事職員数(人) 0.1 0.1 0.1
平均人件
費

8,700

人件費（B） 870 870 870
人件費割
合(%)

70.7

総コスト（A＋B） 1,230 1,230 1,230
総コスト
計

3,690

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源
360 360 360 1,080

事 業 内 容

●出向く商店街事業
住民からの要望に応じ、買物に不便を感じている高齢
者の地域拠点（行政区公民館等）へ、商店街から店舗
が出向き、日用雑貨品等を販売。 進捗状況

・
現状

※出向く商店街事業については、
前原名店街が実施中。
【平成25年度実績】
開催回数：6回

事業期間 平成24年度 ～ 平成29年度（６年間） 会計種類 一般会計

総事業費 6,100 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

2,765 7 1 2

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

事業者
市民

売上増加
買物の利便性向上

活動指標
出向く商店街事業開催回数
（年間）

0 6 12

成果指標 サービス利用者数（年間） 0 80 200

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （２）商工業の振興

施　策 　⑩　商工業を振興する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 買物弱者支援事業 担当部課 産業振興部 水産商工課

事業目的

商店等へ容易に買物に来ることが出来ない高齢者を対
象に、自宅や近辺の地域公民館等まで、生鮮食料品
や日用生活品等の販売に出向く。

事業主体 商店街等

実施方法 補助
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

人件費（B） 435
人件費割
合(%)

9.6

総コスト（A＋B） 4,521
総コスト
計

4,521

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

その他

一般財源
4,086 4,086

事業費（A）
4,086 4,086

事業費内訳
（主なもの）

 補助金

従事職員数(人) 0.05
平均人件
費

8,700

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

事業者
市民

新規開業の成功

活動指標 相談件数（件／年） 0 38 50

成果指標 新規開業者数（件／累計） 0 21 45

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （２）商工業の振興

施　策 　⑩　商工業を振興する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 新規起業者応援事業 担当部課 産業振興部 水産商工課

事業目的

新規に市内で起業を希望する方に様々なサポートを行い、開
業に結びつけ、新たな活力を地域に呼び込む。 事業主体 糸島市商工会

実施方法 補助

事 業 内 容

商工会、金融機関と連携
●創業塾の開催（体験談や説明会の開催）
●空き物件情報データバンクの開設
●店舗改修サポート（業者紹介・改修費補助）
●開業手続サポート
●新規創業資金融資補助（利子補給）
●経営支援（開業後もサポート）

進捗状況
・

現状

H25年度
店舗改修申請件数：9件
融資補助申請件数：12件

※参考
（中心市街地における
　空き店舗数　：89件）

事業期間 平成25年度 ～ 平成27年度（３年間） 会計種類 一般会計

総事業費 13,059 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

13,059 7 1 2
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

事業費（A）
(40) (40)

2,064 2,280 4,344

事業費内訳
（主なもの）

 補助金  補助金

従事職員数(人) 0.05 0.05
平均人件
費

8,700

人件費（B） 435 435
人件費割
合(%)

16.7

総コスト（A＋B） 2,499 2,715
総コスト
計

5,214

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他
(40) (40)

一般財源
2,064 2,280 4,344

事 業 内 容

商工会、金融機関と連携し、既存の商工業者の更なる
経営の安定化を目指す。

●商工会職員の経営指導を受けている事業者
　で、商工会等の長の推薦を受けた事業者が
　対象（商工会会員のみが対象になる）。

進捗状況
・

現状

（商工会における実施状況）

H25年度申請件数：37件
　　　　 融資額：164,780千円

事業期間 平成25年度 ～ 平成28年度（４年間） 会計種類 一般会計

総事業費 5,262 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

5,262 7 1 2

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

事業者
会員拡大・組織強化

経営資金安定化

活動指標 相談件数（件／年） 58 140 358

成果指標 申請件数（件／累計） 58 95 208

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （２）商工業の振興

施　策 　⑩　商工業を振興する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 利子補給助成事業（商工会重点事業） 担当部課 産業振興部 水産商工課

事業目的

市内商工業者の経営改善を支援することで、地域経済の活
性化を図る。 事業主体 糸島市商工会

実施方法 補助
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

人件費（B） 2,175 2,175 2,175
人件費割
合(%)

62.7

総コスト（A＋B） 3,471 3,471 3,471
総コスト
計

10,413

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

その他

一般財源
1,296 1,296 1,296 3,888

事業費（A）
1,296 1,296 1,296 3,888

事業費内訳
（主なもの）

 委託料  委託料  委託料

従事職員数(人) 0.25 0.25 0.25
平均人件
費

8,700

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

糸島産品使用
事業者

売上の向上

活動指標 よかもん市場出店数（店） 30 27 50

成果指標 売上件数（月平均：件） 241 171 360

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （２）商工業の振興

施　策 　⑩　商工業を振興する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 糸島よかもん市場事業 担当部課 企画部 シティセールス課

事業目的

福岡県が運営するネット通販サイト“よかもん市場”のトップページ
に、『糸島よかもん市場』を設置し、糸島産品等の販路を拡大する。
また、年間アクセス数約191万ページビューを誇る通販サイト内に、糸
島市の一大広告媒体を形成する。

事業主体 糸島市

実施方法 全面委託

事 業 内 容

福岡県が運営する“よかもん市場”のトップページに『糸
島よかもん市場』を設置する。
ＨＰ上のバナーをクリックすれば、糸島市の商品が集約
されるだけでなく、市の観光情報、パワースポットの紹
介、お店の紹介、移住者のインタビュー等々が毎月更
新される。
糸島ブランドのエネルギーを活用することで、糸島市内
事業者等の販路開拓につなげる。

進捗状況
・

現状

●平成24年5月より開設。
・平成24年度は、糸島よかもん市場そのも
ののＰＲを実施。
●平成25年度は、出店者ページのレベル
アップを図るため、出前講座を実施。
●対２４年度で、平成２５年度は売上額
（月平均）72％増、売上件数（月平均）
60％増を達成している。

事業期間 平成24年度 ～ 平成29年度（６年間） 会計種類 一般会計

総事業費 12,891 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

12,891 7 1 2
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

人件費（B） 13,050
人件費割
合(%)

100.0

総コスト（A＋B） 13,050
総コスト
計

13,050

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

地域住民生活等緊急支援のた
めの交付金

国庫支出金 平成27年度事業費は、平成26年度補正予算に計上し、繰り越したもの 定額

事業費（A）
【164,000】 【164,000】

事業費内訳
（主なもの）

 委託料等 【　】は繰越分

従事職員数(人) 1.5
平均人件
費

8,700

その他

一般財源
【1,000】 【1,000】

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
【163,000】 【163,000】

県支出金

地方債

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

市民 消費喚起

活動指標
各種プレミアム商品券等の発
行

未発行 未発行 発行

成果指標 消費喚起効果（千円） 0 0 597,850

企画部 企画秘書課

事業目的

　国のまち・ひと・しごと創生関連の経済対策の実施により交
付される「地域住民生活等緊急支援のための交付金」を活用
し、各種事業を実施する。それにより、地域における消費喚起
や経済の活性化を図るとともに、健康づくりや観光推進、子育
て世代に対する支援を行うことを目的とする。

事業主体 糸島市

実施方法 一部委託

事 業 内 容

プレミアム付商品券等を発行し、市内消費喚起を行う。

・市内店舗や農産物直売所等で利用できるプレミアム
　付き商品券を発行する。

・健康づくりや観光の推進、子育て世代の応援を目的
　とした商品券やチケットを発行する。

進捗状況
・

現状

　国の交付金の趣旨に則りつつ、
できるだけ効果的・効率的な事業
スキームとなるよう関係機関、団体
等と協議を行っている。

事業期間 平成27年度 （１年間） 会計種類 一般会計

総事業費 164,000 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

164,000 7 1 2

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （２）商工業の振興

施　策 　⑩　商工業を振興する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名
地域消費喚起事業
～豊かさ“もっと”実感！ブランド糸島事業～

担当部課
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

事業費（A）
【1,000】 【1,000】

事業費内訳
（主なもの）

【　】は繰越分

従事職員数(人) 0.2
平均人件
費

8,700

人件費（B） 1,740
人件費割
合(%)

100.0

総コスト（A＋B） 1,740
総コスト
計

1,740

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

地域住民生活等緊急支援のた
めの交付金

国庫支出金 平成27年度事業費は、平成26年度補正予算に計上し、繰り越したもの 定額

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
【600】 【600】

県支出金

地方債

その他

一般財源
【400】 【400】

事 業 内 容

市内に住所を有する農林水産物（加工品含む）を生産
する者及び製造業を営む者を対象とし、販路拡大を目
的にバイヤーを対象とした見本市等へ出展する場合
に、国内開催分の出展費用に対し1/2以下上限10万
円、国外開催分の出展費用に対し1/2以下上限20万円
を補助する。

進捗状況
・

現状

・平成25年度：補助金交付規程に
基づいて出展補助を開始
・平成26年度：補助対象を県外の
見本市等から市外の見本市等へ
拡大

事業期間 平成25年度 ～ 平成27年度（３年間） 会計種類 一般会計

総事業費 2,200 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

2,200 7 1 2

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

農林水産物（加工品含
む）を生産する者及び
製造業を営む者

販路開拓・拡大
（新規顧客の獲得）

活動指標 出展サンプル数（品目） 0 116 300

成果指標 商談成立数（件） 0 12件以上 50

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （２）商工業の振興

施　策 　⑪　魅力ある糸島産品をブランド化し、消費を拡大する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 見本市等出展補助事業 担当部課 企画部 シティセールス課

事業目的

いとしまブランド推進計画に基づき、「ブランド化に向け
て個別産品に磨きをかける、その環境を整える」、「全
国、海外に向けて、本市産品等の販路を拡大する」こと
を目的とする。

事業主体
農林水産業者、商工業者（６

次産業者を含む）

実施方法 補助
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

人件費（B） 2,610 2,610
人件費割
合(%)

25.5

総コスト（A＋B） 15,990 4,460
総コスト
計

20,450

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

その他

一般財源
13,380 1,850 15,230

事業費（A）
13,380 1,850 15,230

事業費内訳
（主なもの）

外トイレ改修
宅内排水設備工事

井水ポンプ交換、バン
ガロー屋根外壁塗装

従事職員数(人) 0.3 0.3
平均人件
費

8,700

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

市民
老朽化した施設の修繕

による施設利用満足度の
向上

活動指標 施設修繕（％） 0 0 100

成果指標 利用者数（人） 3,121 3,121 3,600

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （３）観光の推進

施　策 　⑫　地域資源を生かした観光を確立させる（体験型、食、農林水産業、大学）

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 瑞梅寺山の家修繕事業 担当部課 産業振興部 農林土木課

事業目的

昭和63年3月に竣工した瑞梅寺山の家の老朽化した施
設の修繕を行い、施設の魅力をあげ利用者の増加を図
る。

事業主体 糸島市

実施方法 直営

事 業 内 容

H26
　①研修棟外壁修繕（張替・塗装）、②屋根修繕（塗装）
　③倉庫基礎修繕、⑦外階段修繕、⑧畳張替
H28
　④外炊事場修繕、⑤外トイレ改修、⑥雨水側溝修繕
　⑨宅内排水設備工事
H29
　井水ポンプ交換、トイレ外壁屋根塗装
　バンガロー外壁屋根塗装

進捗状況
・

現状

施設の老朽化により各所が傷ん
でいるため、利用者に不安感が
生じており、宿泊意欲も低い状況
である。

事業期間 平成26年度 ～ 平成29年度（４年間） 会計種類 一般会計

総事業費 15,230 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

15,230 6 3 3
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

事業費（A）
2,880 2,000 1,950 6,830

事業費内訳
（主なもの）

従事職員数(人) 0.3 0.3 0.3
平均人件
費

8,700

人件費（B） 2,610 2,610 2,610
人件費割
合(%)

53.4

総コスト（A＋B） 5,490 4,610 4,560
総コスト
計

14,660

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源
2,880 2,000 1,950 6,830

事 業 内 容

H27
　①避難棟外壁補修、②シャワー室改修
H28
　③散策道周辺整備（間伐、散策道修繕）
H29
　④大研修棟屋根補修、⑤管理棟屋根・外壁補修
　⑥管理棟井水ポンプ交換

進捗状況
・

現状

大研修棟やトイレ棟など施設の屋
根や避難棟のシャワー室が傷ん
でいるため、利用者に不安感が
生じており、宿泊意欲も低い状況
である。
散策道のエリアは樹木が過密状
態で間伐が必要となっている。ま
た散策道が損傷しており、散策が
困難な状況となっている。

事業期間 平成27年度 ～ 平成29年度（３年間） 会計種類 一般会計

総事業費 6,830 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

6,830 6 3 4

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

市民
老朽化した施設の修繕

による視閲利用満足度の
向上

活動指標 施設修繕（％） 0 0 100%

成果指標 利用者数（人） 2,534 2,534 3,000

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （３）観光の推進

施　策 　⑫　地域資源を生かした観光を確立させる（体験型、食、農林水産業、大学）

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 森林公園真名子木の香ランド修繕事業 担当部課 産業振興部 農林土木課

事業目的

平成２年４月に竣工した施設の改修によって、利用者の
不安感が解消されるとともに、宿泊意欲が高まることに
よって１泊２日の利用客が増加することで周辺施設の観
光振興が期待できる。

事業主体 糸島市

実施方法 直営
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

人件費（B） 1,740 1,740
人件費割
合(%)

76.3

総コスト（A＋B） 1,900 2,660
総コスト
計

4,560

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

その他

一般財源
160 920 1,080

事業費（A）
160 920 1,080

事業費内訳
（主なもの）

 補助金  補助金

従事職員数(人) 0.2 0.2
平均人件
費

8,700

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

観光客 糸島で体験観光をしたい

活動指標 体験メニュー実施数（件/年） 15 15 30

成果指標 体験事業参加者数（人/年） 506 506 750

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （３）観光の推進

施　策 　⑫　地域資源を生かした観光を確立させる（体験型、食、農林水産業、大学）

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 体験型観光推進事業 担当部課 企画部 シティセールス課

事業目的

地域資源（自然や人材など）を生かした体験型観光の
推進を行い、観光客の増加を図るとともに、地域にお金
が落ちるシステムを確立する。

事業主体 糸島市・糸島市観光協会

実施方法 補助

事 業 内 容

地域で年間を通じて体験観光が行えるよう、その仕組
み作りをする。システムが確立するまでは、市及び観光
協会が主体となって地域と連携し、事業を展開。システ
ム確立後は、市は周知ＰＲに専念するものとする。
　・イベント的単発開催から年間通じた開催へ移行。
　　（地域毎の年次計画作成）

進捗状況
・

現状

●平成25年度、体験型観光事業着手。
　・農村体験…３地域
　・農・漁・工体験…１件
　・ウォーキングツアー等
　　　　　　　　　…4メニュー9回実施
●平成26年度予定事業
　・農漁村体験…5地域
　・農、漁、工体験…1件
　・バスツアー及びウォーキングツアー等
　　　　　…4メニュー11回実施

事業期間 平成26年度 ～ 平成28年度（３年間） 会計種類 一般会計

総事業費 1,320 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

1,320 7 1 3
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

事業費（A）
1,500 1,500

事業費内訳
（主なもの）

 委託費

従事職員数(人) 0.1
平均人件
費

8,700

人件費（B） 870
人件費割
合(%)

36.7

総コスト（A＋B） 2,370
総コスト
計

2,370

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

福岡県緊急雇用創出事業臨
時特例基金事業補助金

県支出金 福岡県緊急雇用創出事業臨時特例交付金交付要綱 100％

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金
1,500 1,500

地方債

その他

一般財源

事 業 内 容

おもてなしに係る中心人物育成のため、観光協会で人員を1
名確保（４月～１月）し、研修や講習を受けスキルアップを図
る。
≪平成27年度≫人件費；1,350,000円
　　　　　　　　　　 研修費用等；150,000円

※観光協会自体のおもてなし強化はもちろん、観光協会が各
観光事業者等へおもてなし指導が可能となり、市全体のおも
てなし力強化が図れる。

進捗状況
・

現状

平成26年度９月補正により実施。

事業期間 平成26年度 ～ 平成27年度（２年間） 会計種類 一般会計

総事業費 2,030 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

2,030 5 1 1

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

観光客
 糸島観光に満足
 ・また糸島に来たい
 ・人に紹介したい

活動指標
おもてなしに係る人材育成
（人）

0 0 1

成果指標 観光入込客数（千人）
5,037

（H25年度調査）

5,332
（H26年度調

査）

5,385
（H27年度調査）

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （３）観光の推進

施　策 　⑫　地域資源を生かした観光を確立させる（体験型、食、農林水産業、大学）

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 おもてなしの人財育成事業 担当部課 企画部 シティセールス課

事業目的

おもてなし推進の中心となる人材を観光協会内に確保
することにより、外国人を含めた幅広い観光客の満足度
を向上させる。

事業主体 糸島市観光協会

実施方法 全面委託
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

人件費（B） 1,740
人件費割
合(%)

11.1

総コスト（A＋B） 15,740
総コスト
計

15,740

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

社会資本整備総合交付金 国庫支出金 社会資本整備総合交付金交付要綱 40%

公共等事業債 地方債 20%

8,100

その他

一般財源
300 300

事業費（A）
14,000 14,000

事業費内訳
（主なもの）

 設計監理委託料
 工事請負費

従事職員数(人) 0.2
平均人件
費

8,700

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

観光客 快適な観光

活動指標
水洗化等による快適なトイレ
の設置（ヶ所）

14 14 27

成果指標 － － － －

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
5,600 5,600

県支出金

地方債
8,100

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （３）観光の推進

施　策 　⑬　観光基盤を整備し、観光施設間をネットワーク化する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 観光施設等整備事業 担当部課 企画部 シティセールス課

事業目的

観光施設について計画的に新設、改修を行う。
事業主体 糸島市

実施方法 直営

事 業 内 容

仮設トイレ設置で対応している観光スポットや、老朽化
している公衆トイレ等の新設、改修を計画的に行う。

進捗状況
・

現状

観光客や地元の要望により、公衆トイ
レの設置を要したが、対応ができな
かったため仮設トイレ設置で対応。
≪平成24年度≫
　幣の浜駐車場公衆トイレ２基
≪平成25年度≫
　井原山瑞梅寺登山口公衆トイレ１基

事業期間 平成27年度 （１年間） 会計種類 一般会計

総事業費 14,000 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

14,000 7 1 3
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

事業費（A）
500 500

事業費内訳
（主なもの）

 工事請負費

従事職員数(人) 0.3
平均人件
費

8,700

人件費（B） 2,610
人件費割
合(%)

83.9

総コスト（A＋B） 3,110
総コスト
計

3,110

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源
500 500

事 業 内 容

駅等に設置している全体サインの修正工事
旧前原分標示版変更工事
新規サイン設置工事

進捗状況
・

現状

合併前のサインのため、統一性が無
く、サインに連続性が無い。
【整備基数（新設・改修・撤去）】
Ｈ24年度実績；94基
Ｈ25年度実績；59基
Ｈ26年度予定；108基
Ｈ27年度予定；1基

事業期間 平成24年度 ～ 平成27年度（４年間） 会計種類 一般会計

総事業費 240,200 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

240,200 7 1 3

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

市民
観光客

安心して、スムーズに目
的地（観光地）に到達

活動指標 サインの整備（基） 0 261 262

成果指標 観光入込客数（千人） 4,504
（平成23年度調査）

5,332
（平成26年度調査）

5,385
（平成27年度調査）

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （３）観光の推進

施　策 　⑬　観光基盤を整備し、観光施設間をネットワーク化する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 サイン整備事業 担当部課 企画部 シティセールス課

事業目的

サイン整備基本計画に基づき、来訪者へのサービス向上を
図るため、旧一市二町のサインを統一し、新たなサインシステ
ムの構築とデザインの統一を図る。

事業主体 糸島市

実施方法 直営
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

人件費（B） 2,610 2,610
人件費割
合(%)

75.8

総コスト（A＋B） 2,610 4,274
総コスト
計

6,884

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

地域住民生活等緊急支援のための交付
金

国庫支出金 平成27年度事業費は、平成26年度補正予算に計上し、繰り越したもの 定額

その他

一般財源
【506】 【506】

1,664 1,664

事業費（A）
【1,264】 【1,264】

1,664 1,664

事業費内訳
（主なもの）

 諸謝礼
 補助金

 諸謝礼、委託料
 補助金

【　】は繰越分

従事職員数(人) 0.3 0.3
平均人件
費

8,700

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

観光客
①深い糸島の観光
②滞在時間の延長により糸
島を満喫

活動指標
ウォーキングコースの作成
（コース）

0 0 12

成果指標
①観光ボランティア数（人）
②宿泊観光客数（人）

 ①52
 ②37,000

 ①52
 ②37,000

 ①62
 ②120,000

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
【758】 【758】

県支出金

地方債

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （３）観光の推進

施　策 　⑭　観光ボランティアを育成する

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 おもてなし観光推進事業 担当部課 企画部 シティセールス課

事業目的

■観光客の受入体制の確保及び強化
①観光ボランティア育成研修の実施
　　多様化する観光客のニーズに応えるため観光ボランティアを育成
　　し、糸島のより深い魅力を伝え、発信する。
②糸島歩きウォーキングマップの作成
　　地域資源を活用したウォーキングマップに作成により、糸島の魅力
　　発信と観光ボランティアの活動支援、ガイド団体の活性化を図る。
③おもてなしアドバイザー制度
　　宿泊施設等を中心とした観光事業所等のおもてなしのスキルアッ
　　プを図り、リピーター確保を図る。
④外国人観光客接客研修
　　外国人観光客のインバウンドに対応できる人材を育成する。

事業主体 糸島市・糸島市観光協会

実施方法 補助

事 業 内 容

①観光ボランティア育成研修（観光協会補助事業）
　　各分野で活動中の講師を迎え、座学講義及び実地研修を行う事
　　で糸島観光ボランティアを育成する。
②糸島歩きウォーキングマップの作成
　・全12コースを3カ年で作成（1年あたり4コース作成）
　・各コース毎に10,000部のウォーキングマップを作成
※ウォーキングマップの作成にあたっては、観光ボランティアの知識やこれまで
の活動実績を活用し行うものとするため、観光ボランティアガイドの活性化と新た
なガイドの発掘、育成も期待ができる。
③おもてなしアドバイザー制度
　　観光のプロ、アドバイザー等によるおもてなし指導。
　　アドバイザーが現地に足を運び、直接指導を行う事により、各事
　　業所に不足するそれぞれのおもてなしに気づき、改善を促す。
④外国人観光客接客研修
　　市内観光事業者の業種に応じ、中国人・韓国人に対する
　　接客研修を実施する。（隔年実施）

進捗状況
・

現状

①平成24年度現在、２団体５２名の観光ボ
ランティアがいるが、経験の違い等からレ
ベル（知識・分野・話術など）の違いも生じ
ており、また年代層も高齢化してきている
ため、新たなボランティアの発掘が必要。
H26年度実施。
②なし
③本市の宿泊観光者数は、全体の観光
客の１％にも満たない状況にある。
④Ｈ23年度、Ｈ24年度福岡県緊急雇用創
造事業で実施。H26年度実施。

事業期間 平成26年度 ～ 平成28年度（３年間） 会計種類 一般会計

総事業費 5,678 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

5,678 7 1 3
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

事業費（A）
8,000 5,000 13,000

事業費内訳
（主なもの）

 委託料  委託料

従事職員数(人) 0.3 0.3
平均人件
費

8,700

人件費（B） 2,610 2,610
人件費割
合(%)

28.6

総コスト（A＋B） 10,610 7,610
総コスト
計

18,220

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源
8,000 5,000 13,000

市民
糸島ブランドの推進

地域経済の循環・拡大
定住化促進への好影響

活動指標 － － － －

成果指標
【雑誌】全国誌での大型特集無料掲載（千円）
【テレビ】糸島の風土を特集する無料番組（本）

0
0

48,400
3

20,000
3

事 業 内 容

①読者数が多い出版社等に糸島市を取材ＰＲしてもら
う。そのことにより、他の出版社等の後追い無料取材の
意欲を刺激する。
②糸島市のブランド推進計画に基づく番組を制作し、
他の番組制作の方向性に作用させる。
③東京事務所サービスを活用することでアンテナ機能
を充実させ、関東圏における総合的、継続的なシティ
セールスを展開する。

進捗状況
・

現状

・現在、福岡都市圏では活発な
無料取材が行われている。
・九州の旅行雑誌では糸島市を掲載
する動きが出て来ている。
・今後は関東、関西以西への働きか
け、及び、観光や産物等の具体的な
楽しみ方のアプローチが重要。
・特に関東圏では総合的、継続的な
シティセールスが求められる。

事業期間 平成25年度 ～ 平成28年度（４年間） 会計種類 一般会計

総事業費 29,269 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

29,269 7 1

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

2

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （３）観光の推進

施　策 　⑮　観光情報の積極的な発信、提供を行う（インターネット活用など）

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 いとしまブランド推進事業（広告掲載等事業） 担当部課 企画部 シティセールス課

事業目的

全国への糸島市の認知度の向上、福岡都市圏への糸
島市の新たな過ごし方等の提案のため、雑誌・テレビ等
の取材を誘導し、糸島ブランドの推進を図る。

事業主体 雑誌社等、番組制作会社等

実施方法 全面委託
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

人件費（B） 870 870
人件費割
合(%)

89.7

総コスト（A＋B） 870 1,070
総コスト
計

1,940

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

地域住民生活等緊急支援のた
めの交付金

国庫支出金 平成27年度事業費は、平成26年度補正予算に計上し、繰り越したもの 定額

その他

一般財源
【426】 【426】

200 200

事業費（A）
【1,064】 【1,064】

200 200

事業費内訳
（主なもの）

 補助金
 印刷製本費

 補助金 【　】は繰越分

従事職員数(人) 0.1 0.1
平均人件
費

8,700

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

観光客 糸島観光を満喫

活動指標 ― ― ― ―

成果指標 アクセス数（件） 0 0 25,000

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
【638】 【638】

県支出金

地方債

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （３）観光の推進

施　策 　⑮　観光情報の積極的な発信、提供を行う（インターネット活用など）

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 観光情報発信事業 担当部課 企画部 シティセールス課

事業目的

■情報発信の強化による観光入込客の増加
 ①ＩＣＴの活用による観光情報の発信
 ②糸島ガイドブック「いとほん」の増刷

事業主体 糸島市

実施方法 補助

事 業 内 容

①ＩＣＴの活用による観光情報の発信
　２５年度糸島市九州大学連携研究助成金により研究した
　スマートフォンアプリ『ここピン』の本格的な観光活用。
②糸島ガイドブック「いとほん」の増刷（5,000部）
　糸島を認知していない者にとって、「いとほん」による
　情報発信は効果が高く、主に県外を中心に活用している。
　　⇒まずイメージや雰囲気を感じ取る
　　　・福岡県東京事務所に設置
　　　・地域活性化センター設置
　　　・県外イベントに使用
　

進捗状況
・

現状

①平成２５年度九州大学連携研究助成
実施。Ｈ２５年７月アップル社にアプリ申
請・認可。プロジェクトを実験的に開
始。

②H２３年度１万部作成。H24年度末
5,000部増刷。主に県外を中心に配
布。糸島のイメージを伝えるツールとし
て活用。H25年度第1回ふるさとパンフ
レット大賞奨励賞受賞。

事業期間 平成26年度 ～ 平成28年度（３年間） 会計種類 一般会計

総事業費 3,593 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

3,593 7 1 3
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

事業費（A）
【1,495】 【1,495】

1,495 1,495

事業費内訳
（主なもの）

 報償費
 諸謝礼

 報償費
 諸謝礼

【　】は繰越分

従事職員数(人) 0.2 0.2
平均人件
費

8,700

人件費（B） 1,740 1,740
人件費割
合(%)

69.9

総コスト（A＋B） 1,740 3,235
総コスト
計

4,975

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

地域住民生活等緊急支援のた
めの交付金

国庫支出金 平成27年度事業費は、平成26年度補正予算に計上し、繰り越したもの 定額

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
【897】 【897】

県支出金

地方債

その他

一般財源
【598】 【598】

1,495 1,495

事 業 内 容

①糸島観光大使による情報発信
　主に国内への情報発信や観光ＰＲを行う。
　報償費の支払いを行う事により、積極的な大使活動を
　要請し、4半期ごとの活動報告を求める。
②いとしま国際観光大使による情報発信
　九州大学留学生を観光大使に委嘱し、主に国外への
　情報発信及び観光PRを行う。
　地域住民や観光事業者等との交流を深める機会を設
　ける等、愛着を持って糸島の情報発信を行ってもらう。

進捗状況
・

現状

平成26年度事業開始。
・糸島観光大使５名委嘱。
・いとしま国際観光大使18名
　委嘱。

事業期間 平成26年度 ～ 平成28年度（３年間） 会計種類 一般会計

総事業費 4,085 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

4,085 7 1 3

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

観光客
糸島を知る。訪れる。

楽しむ。

活動指標
大使活動回数（情報発信回
数）

0 0 840

成果指標 観光入込客数（千人） 5,037
（平成25年度調査）

5,332
（平成26年度調査）

5,438
（平成28年度調査）

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （３）観光の推進

施　策 　⑮　観光情報の積極的な発信、提供を行う（インターネット活用など）

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 観光大使事業 担当部課 企画部 シティセールス課

事業目的

得意分野を生かした国内外への効果的な情報発信に
よる観光入込客の増加 事業主体 糸島市

実施方法 直営
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

人件費（B） 1,740 870 870
人件費割
合(%)

82.2

総コスト（A＋B） 1,740 1,248 1,248
総コスト
計

4,236

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

地域住民生活等緊急支援のた
めの交付金

国庫支出金 平成27年度事業費は、平成26年度補正予算に計上し、繰り越したもの 定額

その他

一般財源
【705】 【705】

378 378 756

事業費（A）
【1,762】 【1,762】

378 378 756

事業費内訳
（主なもの）

 委託料  委託料  委託料 【　】は繰越分

従事職員数(人) 0.2 0.1 0.1
平均人件
費

8,700

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

観光客
（登山客）

糸島の山を楽しみたい

活動指標 － － － －

成果指標 登山客数（人） 82,500 82,500 90,000

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金
【1,057】 【1,057】

県支出金

地方債

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （３）観光の推進

施　策 　⑮　観光情報の積極的な発信、提供を行う（インターネット活用など）

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 山歩き推進事業 担当部課 企画部 シティセールス課

事業目的

■人気の高まっている登山について情報発信等を充
実する事でさらに登山客の増加を図る。 事業主体 伊都遊歩道クラブ

実施方法 全面委託

事 業 内 容

①自生植物のパネル等設置
　・登山道入口8か所に設置
　・山ナビBOXの追加設置（３か所）

②登山道パトロール
　・登山道の危険個所の確認、報告
　・自生植物の開花状況の確認、報告
　・山ナビBOXへの登山マップ補充（7か所）

進捗状況
・

現状

・登山についての問い合わせの多く
は山に自生している花の情報やその
開花状況。
・問い合わせの多くなる時期は直接
登って確認してくるか登山愛好家から
の情報提供を受けてからの情報発信
であり、問い合わせとタイミングがあわ
ない事が多い。

事業期間 平成27年度 ～ 平成29年度（３年間） 会計種類 一般会計

総事業費 2,518 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

2,518 7 1 3
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

事業費（A）
758 1,503 2,261

事業費内訳
（主なもの）

 補助金  補助金

従事職員数(人) 0.1 0.1
平均人件
費

8,700

人件費（B） 870 870
人件費割
合(%)

43.5

総コスト（A＋B） 1,628 2,373
総コスト
計

4,001

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源
758 1,503 2,261

事 業 内 容

糸島にちなんだ写真を公募し、コンテストを行う。採用された
写真は翌々年のカレンダーの素材とする。
カレンダーには歳時記や花の開花時期などを載せ、観光情
報発信ツールとして市内・市外問わず販売する。
　　Ｈ27年度：フォトコンテスト（上半期・下半期の年２回）
　　Ｈ28年度：カレンダー作成（Ｈ29年カレンダー）
  　　            3,000部作成予定

※カレンダーの販売は、新たな糸島土産の確保になるととも
に、PRにつながる。

進捗状況
・

現状
なし

事業期間 平成27年度 ～ 平成28年度（２年間） 会計種類 一般会計

総事業費 2,512 千円
（うち市予算化分）

千円 予算科目
款 項 目

2,512 7 1 3

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

市民・観光客
糸島の魅力の再発見と
郷土愛の意識向上。糸
島を知る。

活動指標 フォトコンテストの開催（回） 0 0 2

成果指標 カレンダー売上件数（部） 0 0 3,000

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （３）観光の推進

施　策 　⑮　観光情報の積極的な発信、提供を行う（インターネット活用など）

重点プロジェクト 　該当なし

事 業 名 「イイね！糸島」発見PR事業 担当部課 企画部 シティセールス課

事業目的

市民一人一人が観光推進の担い手として意識し、行動するた
めには、郷土愛の醸成は不可欠であり、糸島の魅力を再発
見することにより、これらを促す。併せて、この事業の実施が
糸島のPRにつながり入込客の増加を目指す。

事業主体 糸島市観光協会

実施方法 補助
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

総事業費
項 目

7 1 2

糸島市の産業振興に関する担当者を配置し、下記事
業を実施して貰うために、(公財)福岡県産業・科学技術
振興財団に補助する。

・糸島市での実証事業の計画及び国事業等への提案
・糸島市に事業拠点を持つ企業に対する無償での製品開発
  支援・指導
・糸島市への事業所誘致
・糸島市に事業所を持つ企業に対するラボへの入居支援

（うち市予算化分）
千円 予算科目

款

進捗状況
・

現状

事業主体

9,000

産業振興部 水産商工課事 業 名 担当部課

9,000

実施方法 補助

糸島市への実証事業やIT（半導体）関連企業の企業誘
致（「社会システム実証センターのラボ」への入居を含
む。）、および市内に拠点を持つ企業の製品開発支援
等の活動を通じて、糸島市の産業振興を図る。

IT(半導体）関連企業に対して、新
しい製品やデバイスを用いた社会
実験や研究を展開してあるが、将
来、糸島市内へのスピンアウトを
促す支援策がない。

会計種類

ITベンチャー育成事業（社会システム実証・三次元半導体研究センター連携）

一般会計

事業目的
(公財)福岡県産業・科学技術振興財団

事業期間 平成25年度 ～ 平成27年度（３年間）

千円

事 業 内 容

人件費（B） 87
人件費割
合(%)

2.8

総コスト（A＋B） 3,087
総コスト
計

3,087

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

財源の種類 根拠法令等
補助率、交付
税措置率等

その他

一般財源
3,000 3,000

事業費（A）
3,000 3,000

事業費内訳
（主なもの）

 補助金

従事職員数(人) 0.01
平均人件
費

8,700

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 事業開始時 現在値 最終目標値

ＩＴ（半導体）関
連企業

新規事業の具現化

活動指標
企業誘致・製品開発支援活
動（協議実施回数）

0 10 50

成果指標
糸島市内へのＩＴ（半導体）関
連企業の集積（※大学研究室除く）

ラボ：13室入居
立地企業：０

ラボ：13室入居
立地企業：０

ラボ：22室入居
立地企業：１

（単位：千円）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （４）企業の誘致と新産業の創出

施　策 　⑰　産学官連携により、新産業の創出と既存産業の活性化を図る

重点プロジェクト 　該当なし
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